
令和6年度　地方参事官室の取組事例　分類一覧

No 地域分類 拠点 取組事例タイトル 施策大分類

1 東北 青森 消費者に向けたみどりの食料システム戦略の理解の促進 環境バイオマス

2 東北 岩手 有機農業の理解醸成に向けた学生との意見交換の実施 環境バイオマス

3 東北 宮城 普通科高校のSDGｓ教育の中でみどり戦略の授業を実施 環境バイオマス

4 東北 宮城 みどりの食料システム戦略の広報活動について 環境バイオマス

5 東北 秋田 バイオマスガス発電の副産物を国産肥料の原料に有効利用
生産振興・技術対
策

6 東北 秋田 「あきたSDGsラジオ」で「みえるらべる」を紹介 環境バイオマス

7 東北 山形 統計データを活用した地域との連携強化 統計

8 東北 福島 農福連携で労働力の確保 農村振興

9 東北 福島 ～農政の情報をお届けします～ラジオ放送「農家の皆さんへ」 その他

10 関東 茨城
（株）ホンダトレーディング様と連携した「みどり戦略」に関する真壁高校への出前授
業

環境バイオマス

11 関東 茨城 報道関係者向け「先進的な園芸施設の現地見学会・意見交換会」 その他

12 関東 茨城 ＳＮＳを活用した次世代を担うＺ世代へのアプローチ 環境バイオマス

13 関東 栃木 農業高校と連携した米粉の魅力発信
生産振興・技術対
策

14 関東 栃木 農福連携における拠点独自のマッチングへの取組み 農村振興

15 関東 群馬 報道関係者向け現地調査
生産振興・技術対
策

16 関東 埼玉 農業と食料についての課題と考察を引き出す出前授業の実施 その他

17 関東 埼玉 地域の要望により新規就農者との地域密着型の意見交換会を開催 農地・担い手対策

18 関東 千葉 千葉県産米輸出拡大勉強会 輸出・国際

19 関東 千葉 中山間地域等直接支払制度（第６期対策）に向けた取組 農村振興

20 関東 千葉 関東農政局本局プロジェクトへの参加を通して本局と拠点の連携強化 環境バイオマス

21 関東 東京 「食品アクセス」を拠点の重点業務に位置付け・活動を開始 消費・安全

22 関東 東京 学生を対象に勉強会と農と環境の学習機会を提供 環境バイオマス

23 関東 神奈川 みどりの食料システム戦略の市民レベルへの浸透を図る取組 環境バイオマス

24 関東 山梨 スマート農業技術の活用の促進
生産振興・技術対
策

25 関東 長野 「棚田」でつながる「みどり戦略」 農村振興

26 関東 静岡 農政局、県拠点、県、市が一緒に茶関係の事業について説明
生産振興・技術対
策

27 関東 静岡 茶業におけるスマート農業技術について近隣の県と意見交換 新技術

28 関東 静岡 活かすDBの紹介と統計データを見える化した資料提供について 統計

29 関東 静岡 関心の高まる「米の作況」について記者懇談会で広く発信！ その他



令和6年度　地方参事官室の取組事例　分類一覧

No 地域分類 拠点 取組事例タイトル 施策大分類

30 北陸 新潟 畜産女子の取組を拠点情報誌で連載 畜産

31 北陸 富山 多様な農業人材の確保を目指して活動事例集を作成 農地・担い手対策

32 北陸 石川 災害により拍車のかかる労働力不足の緩和に向けた取組の収集発信 農地・担い手対策

33 北陸 福井 小学校の総合学習に年間を通して連携サポート 消費・安全

34 北陸 福井 福井県立大学の学生に農業の未来を考えてもらう 農地・担い手対策

35 北陸 福井 園芸産地の確立に向け重要な機関と継続的な関係構築 農地・担い手対策

36 東海 愛知 オーガニックビレッジ宣言後の伴走支援 環境バイオマス

37 東海 愛知 棚田保全活動に参加し、環境意識の高い参加者にみどり戦略を周知 農村振興

38 東海 岐阜 みどり戦略学生チャレンジの募集と出前授業の提案を一体的に実施 環境バイオマス

39 東海 岐阜 若手職員の発想を生かして、子育て世代へみどり戦略をPR 環境バイオマス

40 東海 三重 高校生や農業者グループと連携した「みえるらべる」PR活動 環境バイオマス

41 東海 三重 農水省で初の高等専門学校との包括的連携協定を締結 新技術

42 近畿 滋賀 農業の魅力・みどり戦略を農業高等学校の生徒へ伝える 農地・担い手対策

43 近畿 京都 みどり戦略の広報に本局若手職員が地域イベントで奮闘 環境バイオマス

44 近畿 大阪 地方公共団体（大阪府）と連携した環境負荷低減の取組の「見える化」の推進 環境バイオマス

45 近畿 大阪 イベント等の取組を報道機関の情報発信でより効果的に周知 農地・担い手対策

46 近畿 兵庫 農福連携へ最初の一歩を踏み出し、県内の連携を強化する取組 農村振興

47 近畿 兵庫 ＳＧＳ（籾米サイレージ）の製造・利用にかかる現地研修会を開催 畜産

48 近畿 奈良 県内市町村の農業関係独自支援策の情報共有 その他

49 近畿 奈良 大学等と連携し農産物の環境負荷低減の取組の「見える化」を推進 環境バイオマス

50 近畿 和歌山 プロジェクトチームによる出張講座等でみどりの食料システム戦略周知 環境バイオマス

51 近畿 和歌山 「みかん援農」プロジェクトに取り組む事業者の支援 農地・担い手対策

52 中国四国 鳥取 共通テーマ「農業・農村に関係人口を増加させる方策」で意見交換 農村振興

53 中国四国 鳥取 フェアプライスプロジェクト周知活動 新事業・食品産業

54 中国四国 鳥取 響の森「棚田プロジェクト」と連携した棚田の魅力の情報発信 農村振興

55 中国四国 島根 消費者団体との意見交換会を開催 消費・安全

56 中国四国 島根 輸出支援機関が連携し、輸出拡大に取り組む 輸出・国際

57 中国四国 島根 アスパラガス栽培の新規就農者拡大を伴走支援 農地・担い手対策

58 中国四国 岡山 岡山の農業を盛り上げていくための４ステップ（広報強化） その他
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59 中国四国 広島 食の未来を担うZ世代の意識や行動を変える取組 その他

60 中国四国 広島 「第11回農を取りまく情報交流の広場」の開催 その他

61 中国四国 広島 農業女子プロジェクト等の取組 農地・担い手対策

62 中国四国 広島 見える化の推進　～民の力を活用～ 環境バイオマス

63 中国四国 山口 みどり戦略推進チーム（Teamみどり）２年目の挑戦！ 環境バイオマス

64 中国四国 山口 他省庁と連携し農作業中における熱中症予防対策の呼びかけを実施
生産振興・技術対
策

65 中国四国 徳島 消費者（大学生）と有機農業者とのパネルディスカッション 環境バイオマス

66 中国四国 香川 環境にやさしい農業への理解促進に向けたセミナーを企画・開催 環境バイオマス

67 中国四国 香川 女性農業者グループの交流の場をプロデュース 農地・担い手対策

68 中国四国 愛媛 BUZZ MAFFを活用して米粉食品をPR！
生産振興・技術対
策

69 中国四国 高知 あらゆる媒体を活用した多角的な広報戦略を企画・実践 その他

70 中国四国 高知 「こうち輸出支援策ガイドブック」の発行 輸出・国際

71 中国四国 高知 みどりの食料システム戦略の政策の推進に向けた取組 環境バイオマス

72 九州 福岡 クロスコンプライアンスの生産者等への周知活動 環境バイオマス

73 九州 福岡 福岡県との連携による、拠点職員向け「県単独事業研修会」を開催 その他

74 九州 佐賀 「結ぶプロジェクト」拠点の持つつながりを活かし仲介機能を発揮 農地・担い手対策

75 九州 長崎 Z世代のみどり戦略勉強会の実践を生産者等とのマッチングでサポート 環境バイオマス

76 九州 長崎 食料システムチーム＋行政チームで、みえるらべる商品の販売促進 環境バイオマス

77 九州 長崎 女性農業者交流会で農福連携を身近なものに 農地・担い手対策

78 九州 長崎 産・学・官で連携し、長崎大学経済学部生と食・農のグループワーク 環境バイオマス

79 九州 熊本 熊本県における耕畜連携に向けた取組支援 環境バイオマス

80 九州 熊本 「棚田地域をつなぐ意見交換会」を開催 農村振興

81 九州 大分 インフルエンサーと連携した「みどり戦略」の理解醸成活動 環境バイオマス

82 九州 宮崎 延岡市「一日農林水産省」を開催 その他

83 九州 宮崎 県内報道機関との懇談会 その他

84 九州 鹿児島 SNSを活用した情報発信を開始 その他

85 北海道 札幌 JA女性役員登用拡大のため「女性活躍推進セミナー」開催 農地・担い手対策

86 北海道 札幌 自治体の施策（地域計画策定）推進に寄与する統計分析 農地・担い手対策

87 北海道 函館 環境負荷低減の取組意義を消費者にアピールするイベントを開催 環境バイオマス
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88 北海道 旭川 「官庁フードドライブ」　合同庁舎職員の協力を得るための工夫 新事業・食品産業

89 北海道 旭川 分析業務を通じてＪＡの中期計画策定を支援 統計

90 北海道 釧路
農業版BCPの普及拡大のため、拠点独自でハンドブックを作成し、管内の防災体制
の充実強化を図る

災害

91 北海道 釧路 みどり戦略出前授業「生徒自らが考えるきっかけに」 環境バイオマス

92 北海道 帯広 観て！読んで！地域の新規就農を紹介します 農地・担い手対策

93 北海道 帯広 輸出情報交換会「THE 輸出！」の開催で十勝地域の輸出を後押し 輸出・国際

94 北海道 帯広 有機農畜産物に携わる者の情熱を報道関係者等につなぐ 環境バイオマス

95 北海道 北見 農業者とのコラボで「みどり戦略PR紙芝居」を作成 環境バイオマス

96 北海道 北見 管内青年農業者への主要施策の認知度調査と情報発信の取組 農地・担い手対策



消費者に向けたみどりの食料システム戦略の理解の促進

青森県拠点

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略

○ きっかけ・背景、課題の把握
県拠点のみどり戦略ＰＴでは、昨年度に引き続き、県の担当課

と「みどりの食料システム戦略推進連絡会」を毎月開催し、みど
り認定の取得拡大に向けた伴走支援を継続するとともに、今年度
は、みどり戦略周知の対策として、県内の消費者団体を対象に周
知活動を重点的に実施。

○ 取組の内容
消費者団体の県組織を中心に、令和６年５月に青森県地域婦人

団体連合会総会、７月に同連合会五所川原市連合婦人会の研修会、
８月にNPO青森県消費者協会において説明。また、10月の第39回青
森県生協大会ではブース出展を行い、東北農政局みどりの食料シ
ステム戦略推進の啓発キャラクターも活用して広く発信。

○ 効果・成果、今後の方向性
消費者団体へ周知することにより、各団体に参画する消費者の

みどり戦略に対する認知度が向上し、理解の深化が図られた。こ
うした取組を経て、青森県生活協同組合連合会からみどり戦略の
消費者向け啓発の協力依頼があり、２月８日、青森県生協連主催
の「食べる・たいせつフォーラム」に県拠点も共催として参画す
ることとし、「食」と「環境」をテーマとする公開講座を通じて、
参加者へみどり戦略の理念と取組を広く周知。

体制図

「食べる・たいせつフォーラム」での周知活動
公開講座と県拠点のブース出展の様子

取組がイメージ
できるような写
真や図を貼る。

東北農政局令和６年度

消費者の行動変容に向けた理解の促進につなげるため、県内の消費者団体を対象に「みどりの食
料システム戦略」の周知活動を重点的に実施。

【環境バイオマス】

情報
交換

青森県拠点

意見交換

東 北
農政局

青森県

周知活動
ブース出展
学習講演

連携

五所川原市連合婦人会研修会での周知活動

消費者団体
（青森県生活協同組合連合会、青森県地域
婦人団体連合会、NPO青森県消費者協会）

みどり戦略
推進ＰＴ

啓発の
協力依頼
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消費者であり、未来の栄養士を目指す若者

有機農業の理解醸成に向けた学生との意見交換の実施

岩手県拠点

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略、消費者対策、食育

○ きっかけ・背景、課題の把握
・令和３年度から有機農業の生産者団体、食品事業者及び消費者

団体等との意見交換を重ね、有機農業の拡大には「消費者の理
解醸成」の必要性を課題として把握した。

○ 取組の内容
・有機農業の理解醸成に向け、令和６年度は、消費者の中でも若

い世代をターゲットとし、管理栄養士を目指す盛岡大学の学生
と意見交換を行った。

・有機農業に関わる生産者と販売業者を招き、両者から取組内容
を説明後、学生を５グループに分け「有機農産物を小学生に理
解してもらう食育イベント」の企画書を作ってもらった。グ
ループには進行役の農政局職員と特別参加の日本政策金融公庫
の若手職員２名も加わり、学生と活発に意見を交わした。

○ 効果・成果、今後の方向性
・学生たちは、生産者や販売業者からアドバイスをもらいながら

発想豊かな企画書を作り、楽しく有機農業への理解を深めた。
・生産者、販売業者、公庫職員にとっては、学生と近い距離間で

意見交換したことで刺激を受け今後の活動展開の参考となった。
・講義後に教授から次年度の講義依頼があり、岩手県拠点として
来期も学生への有機農業の理解醸成への取組を行っていく。

学生にアドバイスをする
販売業者（左上）

東北農政局

学生の作る企画書に
興味津々の生産者

令和６年度

持続的な農業の取組拡大のため、若い世代に有機農業への理解を深めてもらう。
農政局、生産者、販売業者、金融公庫と多様な人材が講義に参加することで化学反応を起こす。

【環境バイオマス、消費・安全】

体制図

日本政策
金融公庫

若手職員
２名

販売業者

生産者

有機農業に関わる
仲間として
日頃から連携

岩手県拠点

盛岡大学

※県拠点としては盛岡大学に
今年度２回目の講義

意見交換

講義・意見交換

意見交換
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普通科高校のSDGｓ教育の中でみどり戦略の授業を実施

宮城県拠点

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略

○ きっかけ・背景、課題の把握
東北地方環境事務所からの紹介をきっかけに、普通科校である宮

城県富谷高等学校が取り組む、SDGs課題研究を目的とした外部授業
への講師依頼を受け、みどり戦略のカギを握るZ世代に対し、どの
ように伝えれば自分事として捉えてもらえるかを検討した。

○ 取組の内容
令和６年９月に「今、農業が本当にヤバい！私たちの食べ物は
どうなる？」をテーマに出前授業を行い、１年生１クラス(34名）
に対し、まずは基礎知識を持ってもらうため、農業の現状、みどり
戦略についてパワーポイントを用いて説明。５～６名ずつのチーム
にわかれ、「食料を守るためにできること」の洗い出しを進め、
ワークショップ形式でのグループ討議を経て、発表を行った。

○ 効果・成果、今後の方向性
「食品ロスや地産地消の考えが深まった」、「農業体験、農業ボ

ランティアにチャレンジしたい」など、みどり戦略への理解、興味、
体験意欲が向上した内容の意見が出された。また、アンケートでは
「農林水産業の課題に対して、自分事として行動していきたい」と
前向きな感想が寄せられた。アンケート結果は学校と共有するとと
もに、学生からの質問、要望（農業体験・ボランティア活動のでき
る生産者や場所の情報）を提供。今後も同校との連携を深め、出前
授業を実施していく予定。

体制図

出前授業の様子

東北農政局令和６年度

普通科高校の学生に対し「みどりの食料システム戦略」について出前授業を実施し、学生が自
らの気づきやアイディアを発表。若い世代の政策への理解、農業への興味、体験意欲が向上。

【環境バイオマス】

出前授業で活用した資料

グループ発表の様子
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みどりの食料システム戦略の広報活動について

宮城県拠点

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略

○ きっかけ・背景、課題の把握
宮城県内の全市町村、全JAに対してみどり認定やみどりチェッ

クの説明を実施したが、訪問時に農業者に尋ねたところ情報が十
分届いていないことも少なからずあると思われた。このため直接
農業者が情報を受け取る策が必要と考え、宮城県内の市町村及び
JAが発行する広報誌を活用してダイレクトに農業者に周知できな
いか検討した。

○ 取組の内容
県拠点において、みどり認定及びみどりチェックに関する広報

誌用の原稿、折込用チラシを作成し、各地区担当から宮城県内の
全市町村（35）と全JA（10）に対して、広報誌への掲載やチラシ
を広報誌に折り込むなどの方法で農業者への周知を進めるための
協力を働きかけた。

○ 効果・成果、今後の方向性
広報誌への掲載等について、県北を中心として６JA、県南を中

心に６市町村が実施。
これをきっかけとして農業者に対してJA独自の勉強会を開催す

る等気運の高まりも見られた。
県拠点として今後も広報誌掲載を１つの伝達手段として活用す

るとともに、関係機関が開催する会議や意見交換等の場において
農業者に周知を行っていく。

体制図

A農協 B農協

東北農政局令和６年度

市町村やJAの発行する広報誌にみどり認定や環境負荷低減のクロスコンプライアンス（みどり
チェック）記事を掲載し農業者に対してダイレクトに周知を行う。

【環境バイオマス】

宮城県拠点
（原稿、チラシ作成）

宮城県内の全市町村、全JA

広報誌掲載
働きかけ

農業者

広報誌、チラシ等に
よる伝達

広報誌の掲載ページ

連携
宮城県本庁
地方振興事務所
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バイオマスガス発電の副産物を国産肥料の原料に有効利用

秋田県拠点

○ 施策分類
普及・技術対策（GAPを含む）
（国内肥料資源活用総合支援事業（ソフト、ハード））

○ きっかけ・背景、課題の把握
バイオマス発電事業者（秋田市）との意見交換で発酵残渣（コン
ポスト）の処理とその強い臭気が課題となっていることを把握。

○ 取組の内容
・課題の解消に向けて、有識者（秋田県立大）をバイオマスガス発
電事業者に紹介。

・発酵残渣等を秋田県立大が分析し、窒素及びリンの成分は肥料原
料として有効で、そこへカリ成分を添加すると成分バランスの良
い肥料となることが判明。カリ成分は籾殻燻炭が有効。籾殻バイ
オマス地域熱供給施設（大潟村）から供給が見込める。

○ 効果・成果、今後の方向性
・秋田県立大を中心に地域で発生する未利用資源（発酵残渣）等を
活用した新たな有機肥料の開発と製造拠点の整備に向けた検討を
目的に「大潟村新有機肥料製造コンソ―シアム」を令和６年８月
設立。

・構成員は、有識者、肥料製造事業者、原料供給者、大潟村。
・アドバイザーとして、県と県拠点が伴走。
・新たな有機肥料の検討・研究・開発、製造拠点の整備へ向けた検
討、その他の目的達成に必要な事項などに取り組んでいく。

体制図

コンソーシアム設立に向け、
関係者が集まり協議

HPへの掲載を前
提として、必要
に応じて関係者
の了解を得てく
ださい

東北農政局

バイオマスガス発電施設
（秋田市）

令和６年度

食品廃棄物を原料にしたバイオマスガス発電事業の副産物（発酵残渣）を有効利用した肥料製造
に向けて官民学間連携でコンソーシアムを設立

【生産振興・技術対策】

大潟村新有機肥料製造
コンソーシアム

原料供給者A
（発酵残渣）

原料供給者B
（籾殻燻炭）

肥料製造事業者
(ペレット肥料製造）

大潟村
（事務局)

有識者
(分析・製造試験)

県、県拠点
（アドバイザー）
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「あきたSDGsラジオ」で「みえるらべる」を紹介

秋田県拠点

フリーアナウンサーの
田村さん（左）と推野地方参事官

取組がイメージ
できるような写
真や図を貼る。

HPへの掲載を前
提として、必要
に応じて関係者
の了解を得てく
ださい。

東北農政局

和やかな雰囲気のインタビュー

令和６年度

「みえるらべる」を多くの方に知ってもらうため、エフエム秋田のラジオ番組で、広く一般の
リスナーにも「見える化」の取組を紹介

【環境バイオマス】

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略

○ きっかけ・背景、課題の把握
「見える化」の取組を広げるため「みえるらべる」を広く周知

する方法を検討。そのような中、エフエム秋田で放送している
  「あきたSDGsラジオ」（毎週木曜日18:00～18:30）のパーソナリ

ティから「見える化」について問い合わせがあった。

○ 取組の内容
「あきたSDGsラジオ」は、SDGsの目標達成を目指して活動して
いる企業や団体、個人の取組を紹介する番組。当該ラジオで
「みえるらべる」の紹介をすることは、広く一般の方に知って
いただく良い機会と捉え、番組に出演。「みえるらべる」が使
用できる23品目や、農家がどのような取組をすれば「みえるら
べる」を使用できるのか、県内で販売されている店舗等、イン
タビュー形式で紹介。

○ 効果・成果、今後の方向性
県内各地のSDGsな取組を紹介する当番組で、消費者等へ広く

「みえるらべる」を紹介することができた。「みえるらべる」を
初めて知ったというリスナーもいて、今後も当該ラジオで情報
発信ができるよう、連携を続ける。
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統計データを活用した地域との連携強化

山形県拠点

○ 施策分類
統計

○ きっかけ・背景、課題の把握
地域課題の解決に向けた１ツールとして、統計データを用いて

地域農業の現状を見える化することについて、新たに配置された
分析担当と地区担当との連携体制の下で、関係機関等への働きか
け等の早期の立ち上げを検討。

○ 取組の内容
統計データを用いた分析支援について、参事官室地区担当を通

じて市町村やＪＡ等関係機関へのＰＲを展開するとともに、大学
へは統計データ活用での連携に向けた働きかけを実施。
・令和６年８月、山形県置賜総合支庁において、県・市町・ＪＡ

の20名が参加した「地域農業を見て・知って・活かすＤＢ」活
用研修会を開催。

・令和６年７月、山形大学農学部において、３年生約120名に対
して「施策を支える農林水産統計」をテーマに講義を実施。

○ 効果・成果、今後の方向性
関係機関への分析支援については、研修会実施後に、参加した

市町村から分析資料の個別提供依頼があるなど反応があったこと
を踏まえて、他地域への広がりに向けて取組を展開。
 また、大学との連携については、参加した学生から統計データ
分析への理解が深まったとの反応があったことから、同大学での
継続と、他の大学での連携に向けた取組を展開。

体制図

山形大学農学部で農林水産統計に
ついて講義を実施

東北農政局

研修会の題材としたテー
マの手順書

令和６年度

現場が求める統計データ等のニーズを把握した資料の作成・提供や、関係機関への統計データを
用いた分析支援の取組など、統計データを活用した地域との連携強化。

【統計】
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農福連携で労働力の確保

福島県拠点

○ 施策分類
農福連携

○ きっかけ・背景、課題の把握
拠点内の勉強会で、福島県授産事業振興会の講義を受け、各地

域担当が、授産所や法人を訪ねた際に農福連携の情報を提供。
ＧＩに登録された昭和かすみ草の生産者を訪問した際に、労働

力不足の話があったことから、農福連携の取組を紹介するととも
に、福島県授産事業振興会、ＪＡ、普及所の協力を得て、令和６
年度ＪＡ会津よつばかすみ草部会総会において、農福連携の説明
会を開催。

○ 取組の内容
生産者２名による試行的雇用が実現。ある生産者は隣町の授産

所から引率者を含め４名の派遣を受け入れた。もう１名の生産者
においては社会福祉協議会との連携により村内の障害者１名が農
作業に従事。各現場で収穫後の調製（枝かき）作業に取り組んだ。

○ 効果・成果、今後の方向性
労働力不足の解消を完全に解決するまでには至っていないが、

一定程度取組の成果が得られた。来年度は次の総会で今年の状況
も含め農福連携について改めて説明するとともに、社会福祉協議
会と連携し地元の就労機会のない方や働きたい高齢者も労働力と
して提案し、農業者の労働力の確保と障害者や高齢者の雇用拡大
及び関係者の収入増加に貢献していきたいと考えている。

授産施設の皆さんの作業風景
一番奥の方は生産者

取組がイメージ
できるような写
真や図を貼る。

HPへの掲載を前
提として、必要
に応じて関係者
の了解を得てく
ださい。

東北農政局令和６年度

労働力不足を農福連携のマッチングで課題解決へ

【農村振興】

総会にて説明を行う福島県授産事
業振興会の渡部コーディネーター

体制図

福島県授産事
業振興会

昭和村社会福
祉協議会

NPO法人
あたご

よつばの会

昭和村

会津農林事務
所金山普及所

ＪＡ会津よつば

ＪＡ会津よつば
昭和かすみ草

部会

福島県拠点

生産者

マッチング

受入依頼

連
携

連
携

総会参加依頼・情報交換

意見交換

連携

8



～農政の情報をお届けします～ラジオ放送「農家の皆さんへ」

福島県拠点

○ 施策分類
広報

○ きっかけ・背景、課題の把握
 ･福島県農業団体放送企画委員会と株式会社ラジオ福島の共同番組として
1955年（昭和30年）２月14日に第１回の放送が開始された農事放送番組
「農家の皆さんへ」に、昭和36年から参画して農政に関する様々な情報
発信を行っている。平成20年度から負担金・広告掲載を取りやめたこと
から構成団体を辞したが、放送企画委員会事務局からラジオ放送につい
て今まで通りの対応を依頼され、現在も定期的に放送に参加している。

○ 取組の内容
 ･福島県拠点では各チーム及び担当の総括専門官を構成員としてラジオ放

送委員会を設置し、毎年２月に次年度12か月分の内容と担当を決める。
 ･現在は、月１回の放送に取り組んでおり、担当は、担当月にタイムリー
な情報を選んで原稿を作成し、放送日の一週間前に収録を行っている。
※放送は毎日（月→土 5:15～(10分間)  日 6:15～(15分間）)

○ 効果・成果、今後の方向性
 ･農業者を中心に広く県民に最新の施策や事業など農政に関する話題を幅

広く提供し、農業者との意見交換の際には「あの放送の人か⁈」と言わ
れるまでになり、施策の周知を通じて福島県の農業振興に寄与してきた。

 ･人員が減少する中、月１回の放送が厳しい状況だが、定期的な放送参
加を目指す。

体制図

番組ポスター
（1月分）

取組がイメージ
できるような写
真や図を貼る。

HPへの掲載を前
提として、必要
に応じて関係者
の了解を得てく
ださい。

東北農政局

ラジオ収録の様子

令和６年度

農林水産省の各種施策を広く県民に発信するとともに、福島県農業団体放送企画委員会に加盟する
各農業団体等との情報交換・親睦を図り、農林水産行政を推進することを目的にラジオ放送を実施

【 その他 】

放送への
協力依頼

原稿作成
収録

共同番組

ラジオ福島

農業会議（事務局）・JA福島中央会・
JA全農福島・JA共済連福島・
NOSAI福島・JA福島厚生連・酪農協・
土地連・農業振興公社

福島県拠点

福島県農業団体
放送企画委員会
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（株）ホンダトレーディングと連携した「みどり戦略」に関する真壁高校への体験型出前授業

茨城県拠点

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略

○ きっかけ・背景、課題の把握
・芝生産事業者から発生する刈り芝を使ったバイオ炭を所有しているホン
ダトレーディングと、G-GAP認証を受けるとともに環境保全を考える教育を
実施している真壁高校を、バイオ炭を使用した体験型出前講座により両者を
結び付けることで、みどり戦略の推進を行うこととした。
・ホンダトレーディングはJクレジットプログラム運営するため、プロジェ
クト計画書を作成し第三者機関の審査中。

現在は、つくば市の芝生産事業者から発生する刈り芝を使ったバイオ炭
で実証試験を行っているが、ビジネスの観点からもカーボンオフセットの観
点からも連携農家を増やしカーボンクレジット創出量の拡大が必要となって
いる。

○ 取組の内容
・担い手候補者である農業高校生とともに、バイオ炭施用による麦栽培へ
の影響を調べた。
・昨年12月の出前授業で実施した芝燻炭の畑施用を8区画（体積比0％、5％、
10％、20％）に分けてすき込み、パン用小麦（ユメシホウ）の種をまいて、
収穫した圃場の生育状況（穂長等）・収穫量（子実重、千粒重、粒度構成
等）について講評した。
・ホンダトレーディングからは、自社及び大学と協力した土壌分析結果や
バイオ炭の土壌・環境に与える影響などを講評した。

○ 効果・成果、今後の方向性
・今回の取組においては、試験期間が短かったこと、バイオ炭の混合量が
0％、5％、10％、20％の狭い範囲の設定だったこともあり、バイオ炭の施用
量が小麦の生育や収穫量にはほとんど差がなかったものの、土壌の保水性や
保肥性が向上するなどの結果になった。

体制図

体験圃場の写真

取組がイメージ
できるような写
真や図を貼る。

HPへの掲載を前
提として、必要
に応じて関係者
の了解を得てく
ださい。

関東農政局

講義受講の写真

令和６年度

（株）ホンダトレーディングと連携し、真壁高校  農業・環境緑地科の生徒（2年生18名）を対象に、「みどり戦略」や職業と

しての農業の魅力、農業の可能性について、作付け体験、講義を通して学び、農業及び環境への関心を更に高めてもらうため
出前授業を開催

【環境バイオマス】
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報道関係者向け「先進的な園芸施設の現地見学会・意見交換会」

茨城県拠点

○ 施策分類
広報

○ きっかけ・背景、課題の把握
農水省は、様々なメディアやシンポジウムを通じて、農業の魅力
を発信。しかし、より多くの国民に伝えていくためには、報道関
係者の方々に農業を理解してもらい、情報発信を行ってもらうこ
とが必要ではないか、との問題意識から企画の検討を開始。

○ 取組の内容
報道関係者の興味を引くトピックとして、『次世代を担う、先進
的な農業経営を実施している農業者』にフォーカスすることを決
定。「太陽光利用型大型ガラスハウスの植物工場」「大型ハウス
施設でのアイメック技術によるトマト栽培（フィルム農法）」での現地見
学会を開催し、現状や課題、将来展望について意見交換を実施。終了
後、本取組のポイントをまとめた資料を作成し、関東農政局本局を
通じて管内各拠点に情報共有することで、取組の横展開を実施。

○ 効果・成果、今後の方向性
参加した報道関係者の方々からは「施設内を見学できる機会が
少ないので勉強になった」「農業の先端技術に触れることができ
た」など評価を得ており、後日、多くのメディアに取り上げられ
た（新聞報道２件、ネット記事２件、ラジオ放送３件）。
当拠点と報道機関との関係強化、また農業への国民の理解醸成
を図っていく上でも、継続的な取組としていきたい。

体制図

関東農政局令和６年度

報道関係者（メディア）に茨城農業への理解や関心を高めてもらうことで、報道する機会が増
え、農業への国民の理解醸成に結びつけることを目的に、現地見学会・意見交換会を開催

【その他】

[株式会社 美浦ハイテクファーム]
太陽光利用型大型ガラスハウスの植物工場でロックウール（人造鉱物
繊維）を使用したパプリカの水耕栽培施設

[株式会社 一農]
大型ハウス施設でハイドロゲル膜と呼ばれる特殊フィルムの上で作物
を栽培するアイメック技術によるトマト栽培（アイメック農法）

支局長 企画チーム（報道関係者対応、案内文発出、とりまとめ）

）1
地区担当チーム（全体調整、ロジブック作成、物品調達）

混合チーム（機動班（遊軍）、突発的な事案に対応)

パプリカ選別作業

ハイドロゲル フィルム
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ＳＮＳを活用した次世代を担うＺ世代へのアプローチ

茨城県拠点

○ 施策分類
広報

○ きっかけ・背景、課題の把握
未来につながる持続可能な農業や食に関する情報発信等を行う
「食ミラプロジェクト」は、関東農政局本局若手職員だけが所属
対象であったが、今年度より拠点職員も対象となった。若い世代
に向けた茨城県農業の魅力発信のため、当拠点職員が令和６年７
月から「食ミラプロジェクト」Instagram班に所属し、活動を開
始。(関東管内の拠点参加は２例目)

○ 取組の内容
みどりの食料システム戦略に関連した取組を行う農業者・団体
等を取材し、１～２分の短い動画（リール投稿）等を作成。

 食ミラプロジェクトInstagramに投稿を行う。

○ 効果・成果、今後の方向性
当拠点管内の事例として、農業者・団体等を紹介する動画を５本
投稿。令和６年11月時点での各投稿のリーチ数は平均430前後。

 各投稿から１週間で、フォロワーが平均約23人増加。
また、令和７年１月に自治体広報紙で、食ミラプロジェクト
Instagramが紹介され、幅広い層へのPRが図られた。
今後も、みどりの食料システム戦略に関連した取組等を行う農業
者・団体や、茨城県の伝統料理・伝統野菜等を紹介し、茨城県農
業の魅力を発信していく。

体制図

関東農政局令和６年度

県内の有機農業者や持続可能な取組を行う企業、オーガニックビレッジ宣言式など、県内でキラリと光る取組
を徹底取材し、その魅力をInstagramで発信。農業の魅力をＺ世代をメインに幅広い層に向けて周知した。

【その他】

みどり戦略推進本部

みどり戦略推進本部事務局

全体統括・調整
（企画調整室広報係）

Instagram班

食ミラプロジェクト（本局）

学チャレ
BUZZ
MAFF

チームMチームKチームA

責任者
メンバー

茨城県拠点
（責任者）
メンバー

責任者
メンバー

茨城県拠点管内の投稿
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農業高校と連携した米粉の魅力発信

栃木県拠点関東農政局令和６年度

農業高校の「米粉を活用した商品開発」に関する取組みと連携した米粉のＰＲ活動や、農業
高校の米粉商品開発に向けた取組みを後押し。

【生産振興・技術対策】

○ 施策分類
米政策

○ きっかけ・背景、課題の把握
 主食用米の需要減少が見込まれる中、国内米の用途の一つであ
る米粉の利用拡大は極めて重要な取組みであることから、農業高
校で進めている米粉を活用した商品開発等と連携し、米粉のＰＲ
活動等を展開。

○ 取組の内容
 栃木県米粉食品普及推進協議会への参加を呼びかけ、宇都宮白
楊高校食品化学科が参加し、同協議会総会終了後、米粉食品の展
示・試食会で、白楊高校で商品開発した「酒かすと米粉のマド
レーヌ」を出展。
 また、学校祭やイベントでの「酒かすと米粉マドレーヌ」の販
売と合わせて、米粉消費拡大ポスター展示や県拠点拠点と連携し
た取組を行った。
 その他、農林水産本省及び関東農政局との意見交換等をセット
し、当高校の米粉商品開発に向けた取組みを後押し。

○ 効果・成果、今後の方向性
 農林水産本省や関東農政局の米粉推進との連携や学校祭・イベ
ント販売を通じて米粉の魅力発信に貢献。
 今後も事業者とのマッチングや意見交換等を通じて、米粉の商
品開発などの高校等の取組みを支援し、米粉の利用拡大を進めて
いく。

写真（図）の説明 写真（図）の説明

体制図

栃木県米粉食品食
品普及推進協議会

連携

白楊高校

栃木県拠点
地方参事官室

・農林水産本省（コメ二）
・関東農政局（米粉担当）

連携 連携

・事業者との
マッチング

・本省等との
意見交換

米粉協議会へ参加 学校祭・イベント販売

焼きたてのマドレーヌラッピング作業
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農福連携における拠点独自のマッチングへの取組み
栃木県拠点

○ 施策分類
農福連携

○ きっかけ・背景、課題の把握
 農福連携等推進ビジョンに掲げられた課題解決のため、令和４度年
より取り組む事業者等の情報をリスト化し、意見交換を実施してきた。
 令和５年度には、意見交換で得られた内容を取組事例として取りま
とめ、拠点HP及びとちぎセルプセンター等HPへのリンクを掲載し横展
開を図ってきた。
 意見交換する中で、連携における双方の課題（農業者は、希望する
作業内容・作業時間について。福祉事業者は、工賃、対応人員数、作
業時間、移動距離等についての要望があるため、事前の調整が重要と
なっている。）が見えてきた。

○ 取組の内容
・「見える化」に取組む農業者は、パートの雇用を検討していた。
・福祉事業者は、農閑期（農作業の請負がない時期）の農作業を探して
いた。

・双方の希望時期が一致していたことから、それぞれに声かけをし、
マッチング支援をすることとした。

○ 効果・成果、今後の方向性
マッチングの場にも同席し、両者は連携することとなった。今後具体
的作業内容の打ち合わせを行うこととしていることから、継続して状
況を注視していく。
今後も、農業者、福祉事業者等から情報収集を行いながら、マッチン
グ支援を進めていく。

体制図

関東農政局令和６年度

農福連携の認知度の向上と取り組む機会の拡大に向け、事例集の作成やマッチングを行うなど、
農福連携の横展開を行う。

【農村振興】

農業者
等

とちぎセル
プセンター

栃木県拠点

福祉事業者
等

情報交換

マッチング

意見交換、
情報収集

マッチング
支援

農福連携

作成した取組事例集 マッチングの様子
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報道関係者向け現地調査

群馬県拠点

○ 施策分類
広報

○ きっかけ・背景、課題の把握
平成16年度からの関東農政局の取組「各都県における報道関係
者とのコミュニケーションの促進」を端緒に、毎年継続した現地
調査を実施（今回で21回目）

○ 取組の内容
群馬県の特産品であるこんにゃくいもは、気象や病害の影響を
受けやすいため、収穫量や価格の年次変動が大きい。近年は需要
の減少に伴い、精粉の在庫量が増加傾向で推移し生いも価格は急
落している。一方、それらの解決に向けて、県や研究機関、産地
では将来においても基幹作物として生産を続けていくための様々
な取組を行っている。当拠点では「それでも、コンニャクをあき
らめない」をテーマとして、こんにゃくいもの研究、生産、開発
などにフォーカスし、３ヵ所を選定し現地調査を行った。

○ 効果・成果、今後の方向性
調査後、新聞やＴＶなどでこんにゃくの現状について報道され
た。参加者へのアンケート結果から、“こんにゃくに関する最新
研究を聞き貴重な機会だった”“生産者の本音を聞けた”“商品
開発力に期待が持てる”など、現地調査に対する評価の高い声を
いただいた。今後も現地調査を通じ当拠点との関係強化を図ると
ともに、情報発信につなげていたきたいと考えている。

体制図

関東農政局令和６年度

目的：県内農業の現状や関連施策などについて、実際に現場をみることで理解を深めてもらい、
得た知見や課題を情報の発信につなげることで、国民の農業に対する理解と関心を醸成する

【その他】

群馬県拠点
地方参事官室

報道関係者
政策金融公庫
ジェトロ群馬

群馬県
関東農政局本局

群馬大学食健康科学教育研究センター
澤浦 太一（生産者）
雪国アグリ株式会社

連携

連携 情報
共有

ロジブック こんにゃくいも
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農業と食料についての課題と考察を引き出す出前授業の実施

埼玉県拠点

○ 施策分類
【農政の方向性】出前授業
【みどりの食料システム戦略】環境負荷低減

○ きっかけ・背景、課題の把握
小学校の先生から、「小学５年生の学習単元で米及び水産業に
おける生産から消費について扱った。まとめの学習として、その
他の作物等の生産等状況や食料の需給事情を踏まえつつ、将来へ
の課題や自分達でできる取組を考察し、持続可能な農林水産業を
探っていくことを狙いとする出前授業をお願いできないか。」と
地方参事官に依頼があった。

○ 取組の内容
小学５年生、59名に対し、「農林水産省 消費者の部屋 こども
そうだん」、「ジュニア農林水産白書」等から作成した資料「日
本の食料と農業について」を解説。食料・農業・農村や水産業の
現状を知ってもらうとともに、「みどりの食料システム戦略」の
取組事例を解説しつつ、環境負荷低減の取組の見える化として、
「みえるらべる」の取組等を紹介し、持続可能な社会の実現に向
け何が必要なのかを考えてもらう機会とした。

○ 効果・成果、今後の方向性
授業後、生徒からは多くの質問や感想が提出されるなど、出前
授業が生徒たちの日本の農業や食料生産、環境負荷低減の取組に
対して興味を持つことや考察のきっかけとすることに寄与できた。

体制図

授業を聞く生徒たち

関東農政局

出前授業の説明風景

令和６年度

農業等生産状況や食料の需給事情を踏まえつつ、将来への課題や自分達でできる取組を考察し、
持続可能な農林水産業を探っていくことを狙いとした出前授業を実施（令和６年12月17日）

【その他】【環境バイオマス】
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地域の要望により新規就農者との地域密着型の意見交換会を開催

埼玉県拠点

○ 施策分類
担い手

○ きっかけ・背景、課題の把握
当拠点では、多くの新規就農者と、就農の経緯、苦労、現状の課題、

将来の抱負等について意見交換を重ねてきた。その中で、他地域から移
住してきた新規就農者は、営農や生活の相談を行う相手が少ないことか
ら、孤立して早期に離農するケースもあるとの意見があり、新規就農者
の定着に向けた新たな課題が明らかとなった。

○ 取組の内容
地域のコアパーソンからの新規就農者同士のネットワークづくりの

提案を受け、令和４年度に初開催し、令和５年度には規模を拡大して開
催。令和６年度も参加者の一部を入れ替えて開催した。
意見交換会では、ネットワークの在り方について、参加者全員からの

意向を確認しつつ、行政側からは、参加する新規就農者による積極的な
運営が重要であることを提案したところ、活発な意見交換がなされた。

○ 効果・成果、今後の方向性
懸念されていた新規就農者の孤立については、JA青年部や４Hクラブ

が補完機能になっていることが確認できた。また、今後のネットワーク
作りについては、新規就農者による自主性を持った活動とすること、新
規就農した者へ声掛けを強化すること、活動範囲を市町単位とし、地域
に密着したネットワークとすることなど、運営の方向性が見えてきたこ
とは、大きな成果となった。なお、この取組が継続的な取組となるよう
当拠点は、側面的な協力を行っていくこととしている。

体制図

筒浦地方参事官との意見交換

関東農政局

参加者同士の意見交換

令和６年度

長年繋がりのある地域のコアパーソンからの提案によって立ち上がった新規就農者同士の地域密
着型の意見交換会を、地域の要望により３年連続で開催。〔令和７年１月24日開催〕

【農地・担い手対策】
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事例と知見の
共有・発信

千葉県産米輸出拡大勉強会

千葉県拠点

○ 施策分類
輸出促進

○ きっかけ・背景、課題の把握

○ 取組の内容
 生産者や行政機関（国、千葉県、市町村）、JA、米の集荷業者、農機具

メーカー等多様な方に声掛けし、それぞれから取組の報告を受け交流。ま
た、より多くの方に米の輸出や低コストに興味を持ってもらうために勉強会
をWEBでの開催や、実践的な取組が明快にイメージされるよう、県内外での
実演等を実施。

○ 効果・成果、今後の方向性
勉強会をとおして、輸出を拡大するため協議会の設立に向け動き出して

いる関係機関や生産者、輸出を目指し活動を開始した地域・生産者、規模拡
大のため直播・スマート農機の導入・ほ場の拡大を計画する生産者の増加等、
県内での米輸出の機運が上昇。

体制図

強

取組がイメージ
できるような写
真や図を貼る。

関東農政局令和６年度

米の輸出実績は毎年伸び続けているものの、依然として日本産米の価格が輸出の障壁となって
いるため、新たな生産者の参入と先進的技術の導入により、低コストでの生産を図る。

【輸出・国際】

生産者・事業者 自治体

千葉県拠点

農業関係者（輸出拠点）・事業者・行政が
千葉県産米輸出拡大協議会を設置（令和７年３月予定）

米の輸出実績（輸出米を除く）は毎年伸び続け、2023年には４年前の

2019年の1万7381トンから3万7186トンとなり、一層の輸出拡大が期待さ
れる品目。

一方、海外では諸外国産の安価な米が流通し、価格が日本産米輸出拡
大の障壁になっており、実需者との結びつきの下で、多収量品種の導入
や直播栽培などの低コスト生産への取組が必要であることから、千葉県
内での取組に資するよう、関係者及び関係機関の協力の下、県内外の取
組事例や知見を学ぶための勉強会を定期的に開催。

令和７年産米での生産・輸出の拡大へ

第２回勉強会はハイブ
リットで開催。
（市原市、袖ケ浦市）

第４回勉強会は茨城県の
スガノ農機にて実機説明
会を開催。
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連携

中山間地域等直接支払制度（第６期対策）に向けた取組

千葉県拠点

○ 施策分類
中山間地域等直接支払

○ きっかけ・背景、課題の把握
 鴨川市中山間地域等活性化協議会との意見交換で、会員の高齢
化と担い手の不足、事務作業の煩雑化等により、第６期対策に取
り組めない集落組織が明るみに。また、当拠点分析担当による分
析結果により、協定集落の年齢構成や担い手不足が明確化。

○ 取組の内容
・千葉県の約６割を占める鴨川市及び南房総市の71の協定集落全
てを第６期対策に移行させる。

 ・第６期対策中に事務負担軽減や農作業の効率化を図る。

・上記２市の集落組織代表者に対し関係機関（関東農政局、千葉
県、市、千葉県よろず支援拠点、地域の有識者など）と連携し、
説明会やキーパーソンとの打合せ及びスマート農業や労働者協同
組合（所管：厚生労働省）についての勉強会等を実施。

○ 効果・成果、今後の方向性
   コアパーソンを中心に若者による課題解決するための法人（労
働者協同組合等）の設立に向け機運が上昇。拠点は関係機関と連
携し、第６期対策中にネットワーク化加算やスマート農業加算を
活用した体制作りを側面から支援。

体制図

取組がイメージ
できるような写
真や図を貼る。

関東農政局

首長への説明・提案
（鴨川市）

令和６年度 【農村振興】

集落説明会の模様
（鴨川市）

千葉県拠点

関係行政
県・市町村

千葉県よろず支
援拠点

支
援

鴨川市中山間地域等活性化協議会、
２４協定集落（地域農業者）

若者による法人
例：労働者協同組合（新設予定）

事務や作業の委託

地域の有識者、
若手農業者、都
会からの移住者

農業者の高齢化、人材不足が顕著に表れている中山間地域において、農業生産活動が継続でき、中
山間地域等直接支払制度の第６期対策に、千葉県内の協定集落が移行できるよう取組みつつ観光
や収益向上等への支援をしていく。
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関東農政局本局プロジェクトへの参加を通して本局と拠点の連携強化

千葉県拠点

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略

○ きっかけ・背景、課題の把握
拠点職員から「拠点で業務を遂行していても本局の動きが把握
できず、連携が図れていない」という声が上がっていた。そこで
当プロジェクトは、令和６年度から拠点職員も参加可能となった
ことから、千葉県拠点の若手職員が参加。

○ 取組の内容
いわゆるＺ世代や子育て世代等の若者世代へ、持続可能な農業
や取組を発信するにはSNS等の活用が有効と考え、関東農政局管
内の生産者や店舗、事業者等を取材しSNS等に投稿することで周
知活動を実施。

  この活動を通し、本局他部署や他拠点とやり取りをしていく中
で若手職員だけでは対応できない案件等を通じて、若手職員のみ
ならず拠点職員と本局職員の連携を図り、活動を展開。

○ 効果・成果、今後の方向性
意見交換に伺った学生等から「食ミラSNS見ました！」と反応

があり、拠点広報活動の参考に。
本局と拠点の連携を図りながら積極的に様々な活動をしていく
中で若手職員を通し、若手だけでなく他部署等本局と拠点の連携
強化に発展。
 今後も積極的に拠点職員と本局職員の交流の機会に参加し、更
なる連携を強化。

体制図

本局職員と合同の
意見交換及び農作
業体験を実施
（千葉県流山市）

関東農政局

関東農政局局
議で活動につ
いてプレゼン
する拠点職員
（右端）

令和６年度 【環境バイオマス】

食ミラプロジェクト

本
局

県
拠
点

連携

若手職員

連携強化

みどりの食料システム戦略をさらに推進するため、本局主催の「食ミラプロジェクト～食と環境を未
来の子どもたちへ～」へ千葉県拠点の若手職員も参加することで、本局と拠点の連携強化を図る。
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「食品アクセス」を拠点の重点業務に位置付け・活動を開始

東京都拠点

○ 施策分類
食品アクセス

○ きっかけ・背景、課題の把握
 食料農業農村基本法の改正により、国民一人一人の食料安全保
障を実現するための「食品アクセスの確保」が新たな政策課題と
されたが、全国で最も人口が多い東京には「食品アクセス」に係
る様々な懸念が存在。このため、これまでの農業に加え、「食品
アクセス」の現場に向けた活動を当拠点の重点課題と位置付けた。

○ 取組の内容
 これまで当拠点と接点がなかった各自治体の福祉担当部局、社
会福祉協議会、フードバンク等を訪問するなどして、食品アクセ
スの向上を支援する当省事業等について紹介、各自治体・地域の
状況の把握を進めるとともに、新たな関係の構築を図った。

○ 効果・成果、今後の方向性
令和６年12月末の時点で、これまで当拠点と接点がなかった12の
特別区（農地が存在しない）を除く全ての自治体に対して、事業
の紹介と状況把握等を実施した。把握した状況の例として、フー
ドドライブはリサイクル担当部局、フードパントリーやこども食
堂は福祉担当部局のように担当が分かれている自治体が多いが、
横の連絡が不十分なケースが見受けられた。また、自治体と社会
福祉協議会の連携が希薄なケースも散見された。将来的には、当
省事業の活用等により、これらの解決への貢献を目指したい。

関東農政局令和６年度

食料農業農村基本法の改正により「食品アクセスの確保」が新たな政策課題とされたことを踏ま
え、大消費地を担当する拠点として「食品アクセス」の現場に向けた活動を重点実施。

【消費・安全】

買物弱者に向けた
移動販売

＜令和６年度以降＞

東
京
都
拠
点
（
主
に
地
区
担
当
）自治体（農業担当）

JA等

買
物
弱
者

            

生
活
困
窮
者

こ
ど
も
食
堂

等

 

フ
ー
ド
バ
ン
ク

自治体
（福祉担当等）
社会福祉協議会

農
業
者
等

食品アクセスの課題に対応

生産現場の課題に対応

コミュニティフリッジでの
食品提供

消
費
者
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東京都拠点

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略

○ きっかけ・背景、課題の把握
東京都拠点では大学連携に取組んできたが、令和６年度は「み
どり戦略学生チャレンジ」にエントリーをした学生等により深く
農と環境の知識を得てもらうことを目的として勉強会及びフィー
ルドワークを行った。

○ 取組の内容
・勉強会では、農政局みどり戦略担当がみどり戦略の生産から消
費までの取組等について講義を行った後、局内の若手職員がファ
シリテーターとなって討論を行い発表。

・勉強会に参加した学生らは、後日、都内の生産現場において生
産者を講師としたフィールドワークに参加。

○ 効果・成果、今後の方向性
・参加した学生からは「行政側の取組内容や様々な地域や機関の
農業への努力のやり方がよくわかった。」といった好意的な意見
が多く寄せられた。

・次年度はより多くの参加校を募り、みどり戦略のほか都市農業
や食品アクセス等の課題をテーマに勉強会を開催するとともに、
都内の農業を中心にフィールドワークを通じて、食と農及び環境
への知識を更に深めてもらいたい。

関東農政局令和６年度

「みどり戦略学生チャレンジ」に参加する学生を対象に知る！交流する！ための勉強会を開催。
その後、フィールドワークを体験する！ことで環境負荷低減等の知識を深めてもらった。

【環境バイオマス】

学生から“みどり戦略で出来る貢献とは？”をテーマに発表

８/６講義の後、局若手職員がファシリテーターとなってグループ討議

学生を対象に勉強会と農と環境の学習機会を提供

左から８/２４天神山須藤園（三鷹市/植木農家）、９/３髙橋農園
（世田谷区/野菜農家）、９/９山口トマト農場（練馬区/野菜農家）

22



みどりの食料システム戦略の市民レベルへの浸透を図る取組

神奈川県拠点

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略

○ きっかけ・背景、課題の把握
政策の周知は、これまで自治体や農協等の団体向け周知が中心で、

その先の市民レベルの周知が課題であった。

○ 取組の内容
【取組①：イベントでの周知】地域で開催される市民イベントに参

加し、チラシ等の配布を行った。（令和６年度実績：南足柄市環
境フェア、横浜北仲フェス、大和市環境フェア、横浜市農と緑の
ふれあい祭り、相模原市農業まつり）

【取組②：出前授業での周知】学校等で児童・生徒等に出前授業を
行った。（令和６年度実績：小学校４校、中学校２校、農業高校
４校、農業アカデミー１、市民農園青空教室１）

【取組③：機関誌の誌面、郵便物での周知】機関誌の誌面等（令和
６年度実績：JA横浜、秦野市、伊勢原市、湯河原町）、郵便物で
の周知（令和６年度実績：NOSAI神奈川）

○ 効果・成果、今後の方向性
取組①では、市民イベントは来場者が多いものの、子ども達の関

心を集めるのが課題で、当拠点では塗り絵やシール等をチラシと一
緒に配ったが、今後はゲーム等も検討する必要がある。
取組②では、90％を超える児童・生徒が「よく分かった」、「分

かった」とのアンケート結果を得た。

イベントでのチラシ配布

関東農政局

小学校での出前授業

令和６年度

みどりの食料システム戦略の市民レベルへの浸透を図るため、県内の地域イベントに参加する
とともに、県内小中高等学校等において出前授業を積極的に実施。また、JAの機関誌等も利用。

【環境バイオマス】

市民農園の利用者に
みどり戦略の説明を

行う様子（青空教室）

JA横浜が発行する
「営農情報」12月号に
「みどりチェック」

のチラシを掲載
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スマート農業技術の活用の促進

山梨県拠点

○ 施策分類
普及・技術対策

○ きっかけ・背景、課題の把握
 基幹的農業従事者数の減少や高齢化の進行等により労働力不足が深

刻な問題となっており、人手に頼る作業や熟練者でなければできない
作業が多い現場においては、省力化、人手の確保、負担の軽減が重要
な課題となっている。農業者の減少が続く状況下において生産水準が
維持できる生産性の高い食料安定供給体制を確立するためには、農作
業の効率化等に資するスマート農業技術の活用と併せて生産方式の転
換を進めるとともに、スマート農業技術等の開発・普及を図り、活用
を促進する必要がある。

○ 取組の内容
スマート農業を導入している法人、農業者等と意見交換を行い、

スマート農業技術の導入の経緯や効果等を把握。人手の確保、負担の
軽減及び農作業の効率化等に資するスマート農業技術の事例として整
理し、情報発信を行うこととした。

○ 効果・成果、今後の方向性
関東農政局山梨県拠点ＨＰに「スマート農業に取り組む農業者」

事例として情報発信を行うことができた。今後、関係機関との各種会
議や農業者等との意見交換などで周知を行い、取組の拡大につながる
ことを目指すとともに、スマート農業技術の開発及び活用両面から、
情報収集や意見交換を継続し、生産方式革新実施計画の策定につなげ
ていきたい。

体制図

関東農政局山梨県拠点ＨＰ

取組がイメージ
できるような写
真や図を貼る。

HPへの掲載を前
提として、必要
に応じて関係者
の了解を得てく
ださい。

関東農政局令和６年度

スマート農業を導入している農業者等と意見交換を実施して、スマート農業技術の導入経緯、
効果等を収集し、スマート農業の活用等の事例として拠点ＨPで情報発信

【生産振興・技術対策】
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「棚田」でつながる「みどり戦略」

長野県拠点

○ 施策分類
棚田地域振興、みどりの食料システム戦略

○ きっかけ・背景、課題の把握
飯山市立東小学校は、棚田百選及びつなぐ棚田遺産に認定されて
いる「福島棚田」での米作りを授業に取り入れ、棚田で採れた米を給
食に使用している。拠点は、昨年度から福島棚田での田植えや稲刈
りに参加し児童との交流を図ってきたが、「つなぐ棚田遺産感謝状を
授与された子供たちがとても喜んでいる」「ふるさとを学ぶ意識が大
変高まった」と校長先生からお話をいただき「棚田・中山間地域の農
業について授業を行ってほしい」と依頼を受けた。

○ 取組の内容
 みどり戦略担当者を中心に出前授業担当チームを編成し、小学生に
わかりやすい内容を目指して事前打ち合わせを重ねた。資料には要
望に副った地域の農業データが取り込めなかったものの、クイズも
組み入れ、中山間地域の多面的機能を中心に「みどり戦略」の授業
を行った。農作業・授業の様子は拠点HP等へ掲載し情報発信。

○ 効果・成果、今後の方向性
 真剣な眼差しと笑顔で授業を受ける児童。終了後のアンケート
には「地球に危機が迫っていると思っていなかった」「自然を
大切にしようと思った」「国産の食品を選ぶようにしたい」な
どの声。出前授業の次年度継続を依頼されており、今後も次代
を担う子供たちに「みどり戦略」に少しでも興味を持ってもら
えるようこの取組を継続し、未来へつなげていく。

出前授業の様子 授業で使用した資料

関東農政局

子供たちの田植えの様子 稲刈り前に参事官が挨拶する様子

令和６年度

棚田を核とした地域振興に取り組む飯山市の農業体験（田植え、稲刈り）に参加している地元
小学校への「みどり戦略」出前授業。

【農村振興・環境バイオマス】

体制図
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農政局、県拠点、県、市が一緒に茶関係の事業について説明

静岡県拠点

○ 施策分類
地域作物

○ きっかけ・背景、課題の把握
JA掛川市から「茶関連の補助事業について、周知したころに申
請の締め切りが来てしまう、ニーズの大きい事業の詳細が生産者
に伝わっていない」との声があったことを踏まえ、関東農政局本
局の協力を得て、12月６日にJA掛川市主催の説明会を開催した。

○ 取組の内容
茶に関連する事業は本局内でも複数の部局にまたがっているこ
とから、本局から茶振興、農地整備それぞれの担当者が出席し、
茶改植事業の詳細や農地耕作条件改善事業などについて説明し質
疑応答を行った。また茶に関連する事業全般について、本局の協
力のもとに部局横断的に分かりやすい資料を作成し、県拠点から
説明した。
会議では静岡県、掛川市の茶担当者からも県、市単独事業につ
いての説明を行うことで、生産者等に対して茶に関連する事業を
網羅的に説明することができた。

○ 効果・成果、今後の方向性
主催者や出席者からは「まとまって補助事業の話を聞く貴重な
機会であり、ぜひ来年もやってほしい」との要望があった。
今後も地域の要望に応じた説明を行うとともに、茶関連事業の
活用を推進していきたい。

体制図

関東農政局令和６年度

有数の茶産地である掛川市において、関東農政局（茶振興担当、農地整備担当）、静岡県拠点、
静岡県、掛川市がそれぞれ担当する補助事業について、生産者等に対する説明を行った。

【生産振興・技術対策】

ＪＡ掛川市・生産者等

関東農政局
（本局各部が協力
して資料を作成）

静岡県拠点

静
岡
県

掛
川
市

茶関連事業を網羅的に説明

部局横断的に作成した茶関連事業の説
明資料
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茶業におけるスマート農業技術について近隣の県と意見交換

静岡県拠点

○ 施策分類
新技術

○ きっかけ・背景、課題の把握
静岡県の茶産地は、中山間地が多く農家の規模が小さい、担い
手の減少・高齢化といった課題を抱えており、スマート農業技術
の導入・活用が不可欠となっている。こうした課題は近隣の茶の
生産県でも共通のものであることから、静岡県のみならず、近隣
県が集まった会議を開催し、意見交換をすることとした。

○ 取組の内容
静岡県拠点が中心となり、関東農政局と東海農政局が合同で1月
21日に「スマート農業技術による茶業の未来会議」を開催した。
会議は対面を基本としつつ、WEBでの配信も行い、両農政局管内
の茶の主産地である８県と農研機構が参加した。
参加県に対しては、事前に、「欲しい技術」「茶園管理機のロ
ボット化の可能性」「ドローンの活用」「収穫適期診断技術の将
来性」等についてアンケートを行い、当日の会議では農研機構の
専門家も交えて、技術的な面も含めた意見交換を行った。

○ 効果・成果、今後の方向性
参加した県からは、「他県の取組状況等を聞くことが出来る貴
重な機会だった」「近隣県との問題意識の共有ができた」などの
声があった。今後も地域の要望を踏まえ、現場に情報を届ける取
組を進めていきたい。

体制図

関東農政局令和６年度

茶業におけるスマート農業技術の活用促進を図るため、静岡県だけでなく、共通する課題を抱
える近隣の県や農研機構を含めた意見交換を行った。

【新技術】

参加各県の発表項目

静岡県拠点
（企画・立案）

農研機構

東海農政局関東農政局

岐阜県、愛知
県、三重県

茨城県、埼玉県、神奈川
県、山梨県、静岡県

静岡県が実証した技術

参加の依頼

２農政局、８県、農研機構の参加する
会議の開催

参加の依頼
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活かすDBの紹介と統計データを見える化した資料提供について

静岡県拠点

○ 施策分類
統計

○ きっかけ・背景、課題の把握
統計データの利活用促進を図るため分析担当が設置されたこと

を受け、地域の農業状況がわかる事例を作成し活用を提案した。

○ 取組の内容
農林水産省のHPの「地域の農業を見て・知って・活かすDB」を
活用して地域の状況が一目でわかる資料を事例で作成し管内の全
35市町、農業団体に説明した。その結果、10市町と11の農業団体
の要請を受け資料を提供した。

  拠点独自に実施している「新任農業担当職員勉強会」（県・市
町・農業関係団体向け）で統計データの説明と活用方法を紹介し、
QGISの操作も紹介した。

○ 効果・成果、今後の方向性
  地域計画の策定のための農業集落別資料、農業保険加入促進に
役立つデータ、みかん、茶などの経営体数等の提供依頼及び統計
データの所在、用語の解説などの問い合わせが増加した。

 農林業センサス調査は知っていても、農業集落別や経営耕地規
模別経営体数などが公表されていることを知らない農業担当者が、
かなり多かったことから、広報の重要性が理解できた。今後も、
相手方のニーズに応じた資料の作成・提供を行っていく。

体制図

関東農政局令和６年度

市町、農業関係団体に農林業センサス、統計データの活用を提案し、地域農業推進に利用して
もらえる見える化した資料を作成・提供した。

【統計】

市町、農業関係団体

地方参事官室

事
例
資
料
の

説
明

資
料
の
作
成

提
供

資
料
の
作
成

相
談
・ 

依
頼

QGISを利用した資料

地域内農業経営体の主な販売
金額１位部門で色分けした。

工芸農作物
（茶ほか）

花き・花木

果樹

野菜

稲作

果樹

畜産

果樹

野菜
花き・花木

（人）

（人）

（年齢階層）

（焼津市）

出典：2020年農林業センサス
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関心の高まる「米の作況」について記者懇談会で広く発信！

静岡県拠点

○ 施策分類
広報

○ きっかけ・背景、課題の把握
令和６年８月以降、全国的に米の品薄状況が顕在化したことで
新米供給への関心が高まるなか、報道機関を通して県内へ米の作
況に関する情報を広く発信すること、そして報道機関における県
内の農業情勢に対する理解増進を目的に記者懇談会を開催した。

○ 取組の内容
作物統計調査「令和６年産水稲の作付面積及び10月25日現在の
予想収穫量」について、全国の作況指数は平年並みであったもの
の、静岡県は気象の変動が重なった結果、全国最下位となったこ
とを丁寧に説明した。また、調査で使用する道具や被害粒の例な
どを展示し、実際に現物を用いながら調査方法について解説した。
さらに、拠点発刊の広報誌や拠点が収集した県内の新規就農者の
取組事例についても、報道関係者が取材先を選定する上での参考
として情報提供を行った。

○ 効果・成果、今後の方向性
 記者懇談会には、新聞社３社（記者４名）が参加。後日、静岡
新聞と中日新聞において、懇談会時の説明内容を含む記事が掲載
された。今後も継続して記者懇談会を開催するとともに、県政記
者室への投げ込み等を活用し積極的に報道関係者へ情報提供を行
うことで、県内へ農政情報を広く発信していきたい。

体制図

関東農政局

▲調査で使用する道具（縦目ふるい）や被害粒・未熟粒
を展示し、実物を実際に見ていただきながら説明。

令和６年度

新米供給への関心が高まるなか、米の作況に関する情報発信と報道機関における農業情勢に対
する理解増進に向け、記者懇談会を開催。

【その他】

 拠点が収集
した県内の新
規就農者の取
組事例（拠点
HPに掲載）に
ついても紹介。

静岡県拠点 報 道 機 関

記者懇談会で、米の作
況について丁寧に説明

県 内 消 費 者

農政情報について積極
的に情報提供

今年の米の状況
は…？

説明内容
を新聞に
掲載。広
く県内へ
発信
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畜産女子の取組を拠点情報誌で連載

新潟県拠点

○ 施策分類
その他（畜産）、女性

○ きっかけ・背景、課題の把握
新潟県と言えば、米のイメージが強く、畜産についてはあまり

知られていないが、実際には県全体の農業産出額のうち２割程度
を畜産が占めており、米に次ぐ重要な産業。

そこで、新潟県内の畜産のＰＲや畜産への理解醸成を図るため、
当拠点情報誌で県内畜産農家の紹介記事の連載を企画。

農業の重要な担い手である女性目線の取組紹介を通じて畜産の
イメージアップを図るため、（公社）新潟県畜産協会内設置の
「にいがた畜産女子会」会員にスポットライトを当てた。

○ 取組の内容
意見交換先は多岐にわたり、畜産農家のほか、６次産業化や重

要無形民俗文化財の継承、ＪＡ畜産担当職員のブランド和牛の推
進、家畜保健衛生所獣医師の家畜伝染病の対策等、様々な視点で
会員を紹介。当拠点情報誌に掲載し、関係機関等に広く配布。
（令和６年６月号～令和７年３月号：計10回連載予定）

○ 効果・成果、今後の方向性
意見交換先の養鶏農家の堆肥を、近隣の耕種農家に紹介。
令和７年１月に打合せを実施し、マッチングが成立。
引き続き、新潟県の畜産をテーマに意見交換・記事作成を継続

し、情報を発信予定。

体制図

『新潟県の畜産女子の取組を紹介』（新潟県拠点情報かわら版）

北陸農政局令和６年度

新潟県内で活躍する畜産女子と意見交換を行い、
『新潟県の畜産女子の取組を紹介』として当拠点の情報誌「情報かわら版」に連載

【畜産】【農地・担い手対策】

県
市町村

ＪＡ農業者等拠点ＨＰ

※ほか、現場に出た際に広く配布

新潟県拠点
意見交換をもとに紹介記事を作成

（公社）新潟県畜産協会（意見交換協力・イラスト提供）

にいがた畜産女子会

女子会会員と
意見交換 情報発信
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多様な農業人材の確保を目指して活動事例集を作成

富山拠点北陸農政局令和６年度 【農地・担い手対策】

○ 施策分類
    担い手

○ きっかけ・背景、課題の把握
 将来に渡って持続可能な力強い農業を実現していくためには、多様な人
材の就農を促すことが急務であることから、当県拠点では、就農を目指す
きっかけづくりとして、県内で活躍する農業者の方から就農に当たって大
事なこと、苦労したこと、就農を目指す人へのメッセージなどについて意
見交換を行い、活動事例集を作成。

○ 取組の概要
 県など関係機関・団体の協力を得ながら、「見てみられ！イキな富山の
農業者（富山県農業者の活動事例集）」を作成。活動事例集は、富山県の
関係団体、県内農業高校等へ配布したほか、※とやま農業未来カレッジの
研修で活用。北陸農政局で実施した記者懇談会でマスコミにも配布。
※富山県農業の担い手を育成するため、就農希望者が農業の基礎知識や実践的技術を体系的に習得できる富山県

の研修機関。

○ 効果・成果
 活動事例集は、農業者の取組概要を掲載するほか、就農者向けの各種支
援制度等を分かりやすく掲載したことにより、就農を目指す農業者のきっ
かけづくりとして、情報発信を行うことができた。
 また、活動事例集に協力いただいた農業者と多様な農業人材の確保を
テーマに意見交換を実施。出席者からは、「安定した収入の確保」、「働
きやすい環境づくり」や「中山間地域での人材確保」等、人材確保の取組
について、多くの意見が出された。

〇 富山県拠点では、県内で活躍している農業者の経験談やメッセージを取りまとめた活動事例集を
作成。多様な農業人材の確保を目指して、富山県内の就農を目指す人や関係機関等へ情報発信を行
う。また、事例集掲載農業者と多様な農業人材の確保について、意見交換を実施。

31



災害により拍車のかかる労働力不足の緩和に向けた取組の収集発信

石川県拠点

○ 施策分類
担い手、新規就農、その他（農村振興）

○ きっかけ・背景、課題の把握
 農業における通年雇用の難しさが経営発展を阻害していること
や、そもそも過疎地域においては雇用人材を確保すること自体が
困難であるという現場の声が多くあったところに、能登半島地震
が発生し、通年の労働力の確保がより深刻化

 解決の糸口を模索していたところ、総務省所管の年間を通じた仕
事を創出できる「特定地域づくり事業協同組合制度」にたどり着き、
既存組合からのヒアリングと県内での横展開を提起

○ 取組の内容
・【意識と知識の全体化】拠点全職員で勉強会を実施
・【情報収集と分析】既存３組合へ出向き、取組の経緯や成果、

災害を受けての現状、今後の展望等をヒアリング
・【横展開】組合設立に興味を示している自治体関係者に情報

提供及び先進地域視察に同行するなど連携

○ 効果・成果、今後の方向性
・組合の設立及び運営上のヒントとなるポイントの把握
・上記自治体関係者が組合設立に向けて具体的な検討を開始
・今後も能登地域を中心に、県内関係者に組合制度の積極的周
 知並びに必要に応じたサポート等を行い、過疎地域における
 活性化や労働力確保を図り、農村地域の振興を後押し

体制図
組合との意見交換の様子

北陸農政局令和６年度

過疎地域において活性化や通年の労働力確保対策として取り組んでいる「特定地域づくり事業
協同組合」から課題等を情報収集し、活動の周知や組合設立を目指す地域へのサポートを実施

【農地・担い手対策】【農村振興】

石川県拠点

地方公共団体
農業者等

特定地域づくり
事業協同組合

情報提供・共有
意見交換

意見交換
情報提供・相談等
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小学校の総合学習に年間を通して連携サポート

福井県拠点

○ 施策分類
食育、その他（その他）

○ きっかけ・背景、課題の把握
若狭町立鳥羽小学校では、総合学習の一環として、地域の農業
者やＪＡ福井県中央会、農機メーカー等の関係機関と連携し、ス
マート農業に関する授業を行う中で、児童達に日本の農業の現状
や課題、今後主力となるスマート農業の事例等について学んでも
らうため、福井県拠点に出前授業の依頼があった。

○ 取組の内容
令和６年４月、日本の農業の現状や課題、スマート農業の事例
等を説明する授業を行った。その後、各児童が農に関する探究活
動に取り組む中で生まれた、農林水産業についての質問に対し、県
拠点が回答するオンライン交流会を９月に行い、また、福井県以
外の農業を見たいとの希望を叶えるため、近畿農政局と調整し同
局へ訪問することとなった。

○ 効果・成果、今後の方向性
スマート農業を学ぶ中で、子ども達の個々の学びをより深めて

いくことに県拠点も貢献することができた。来年度以降も継続し
て連携することで、我が国の未来を担う子ども達へ農業・農政を
広めていきたい。

体制図

スマート農業等に関する授業の様子
（令和６年４月）

北陸農政局

オンライン交流会の様子
（令和６年９月）

令和６年度

総合学習の一環としてスマート農業について学ぶ若狭町立鳥羽小学校の児童に対し、スマート
農業等に関する授業やオンライン交流会を行う等年間を通して連携サポート。

【消費・安全、その他】

若狭町立
鳥羽小学校 福井県拠点

近畿農政局

農林水産省連携・
連絡調整

連携

関係機関

地域の
農業者

JA福井県
中央会

農機メーカー

連絡調整

北陸農政局
企画調整室

連絡調整
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福井県立大学の学生に農業の未来を考えてもらう

福井県拠点

○ 施策分類
その他（農地・担い手対策）その他（農村振興）、統計

○ きっかけ・背景、課題の把握
県内の食や農に携わる人材育成の一助となるよう、毎年、学生
に対し農業の課題や農政の展開方向及び統計データの見方等の講
義を実施している。

○ 取組の内容
令和６年11月26日に福井県立大学創造農学科の学生34名に対し、
日本農業の現状や昨今の主要な農政、農林水産省の役割等の講義
を実施した。その講義からグループディスカッションにより日本
農業の未来を語ってもらった。
また、その他データによる実情を知ってもらうため農林統計の
見方についての講義も実施した。

○ 効果・成果、今後の方向性
この取組により、福井県立大学と福井県拠点の官学連携を深め
ていること。また学生が農業の将来について真剣に考える機会と
なっている。継続した取組として今後も行っていく。
なお、当講義を受けた学生がその後県拠点をインターンシップ
先として希望し来所した。

体制図

講義の様子

取組がイメージ
できるような写
真や図を貼る。

HPへの掲載を前
提として、必要
に応じて関係者
の了解を得てく
ださい。

北陸農政局

グループディスカッション

令和６年度

大学生に、日本農業の現状・課題や農政の展開について講義し、次の世代の学生に将来の日
本農業を語ってもらうとともに、統計の見方についても講義を行った。

【農地・担い手対策、農村振興、統計】

福井県立
大学

福井
県拠点創造

農学科
1年生

連携

講義
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園芸産地の確立に向け地域の機関と継続的な関係構築

福井県拠点

取組がイメージ
できるような写
真や図を貼る。

HPへの掲載を前
提として、必要
に応じて関係者
の了解を得てく
ださい。

北陸農政局令和６年度

福井県の園芸産地である三里浜砂丘地の円滑かつ効率的な園芸振興を推進する三里浜砂丘地
営農推進協議会との新規就農者の確保及び育成の継続的な推進

【農地・担い手対策】【生産振興・技術対策】

体制図

三里浜
協議会

就農意向ヒアリング

施設整備
事業

新規就農
・就農準備
・経営開始
・経営発展

園芸カレッジ

新規就農者

研修農家斡旋

定期巡回

就農

生産・販売
実践研修

研修農家
実践研修

お困りごと
相談

リースハウス
事業

国の事業

○ 施策分類
新規就農、その他（生産振興・技術対策）

○ 効果・成果、今後の方向性
協議会での新規就農は、H25～R6の12年間で40名の実績。今後
も協議会へ積極的に関与し、関係機関等へ新規就農の優良な取
組として伝える。

○ きっかけ・背景、課題の把握
三里浜砂丘地営農推進協議会（以下「協議会」という。）は、以下の

取り組みを行い新規就農者の育成、確保に大きな実績を残している。
①「ふくい園芸カレッジ」(注１)の受講生等へ就農に向けたヒアリングを
実施し、就農計画の策定、実行への寄り添い支援
②就農後、定期訪問してのお困りごと相談を実施
③国の事業を活用して新規就農者への資金給付や耐候性ハウスを
建設し新規就農者にリースする事業を実施

○ 取組の内容
福井県拠点は、令和６年５月開催の協議会にオブザーバー参加
し、新規就農関係の施策や事業を説明するなど取り組みを支援し
つつ、北陸農政局等へ新規就農の優良事例として紹介するなど協
議会と連携し砂丘地の魅力を発信
また、９月に県拠点でインターンシップ生を受け入れ、協議会
や新規就農者のハウス等への体験及び新規就農者や特徴のある農
業者との意見交換を実施

・福井農林
・坂井農林
・坂井市
・福井市
・JA福井県
・三里浜
特産農協

・三里浜地区
区土地改良

・福井棗
土地改良

《構成》

《オブ》
福井県
拠点 等

注１：福井県が設置した園芸分野での就農を支援する農業教育機関

協議会事業の説明会 新規就農者への施設見学
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オーガニックビレッジ宣言後の伴走支援

○ 施策分類 ・みどりの食料システム戦略

○ きっかけ・背景、課題の把握
・岡崎市は、令和６年３月にオーガニックビレッジを宣言したもの

の、①生産者の取組拡大、②市民の有機農業への関心を高めるこ
とが課題。市役所単独での推進は困難。

○ 取組の内容
・６月、岡崎市が「環境負荷低減の取組『見える化』説明会」を開
催。岡崎市の要請により拠点が本省に講師の出席・説明を依頼。

・岡崎市が拠点に、関心のある生産者を紹介。拠点は、生産者に対
し算定シートの入力方法を説明するなど「みえるらべる」の取得
を支援。 →米、茶、たまねぎ、ばれいしょ、ぶどうで★★★を取得。

・市内の学校給食で、「みえるらべる」を取得したばれいしょ（８
月）と米（12月）を提供。その際、生産者が中山間地域の小学校
で有機農業に関する出前授業を実施。

・11月、岡崎市主催の農林業祭に、拠点・生産者等が参加。「みえ
るらべる」取得生産者が出展・販売するとともに、拠点は、みど
り戦略等をPRする体験型ブースを出展（約400名が体験）

→アンケートでは見える化農産物の購入希望者が９割以上

○ 効果・成果、今後の方向性
・オーガニックビレッジ宣言後の具体的な取組の実現を支援できた。

取組を通じ、生産者・市役所・拠点の協力体制を確立できた。
・消費者が目にし、手に取る機会を増やすため、「みえるらべる」

に取り組む生産者、品目・数量及び販売先を拡大していきたい。

体制図

東海農政局令和６年度

オーガニックビレッジ宣言を行った岡崎市に対し、生産者の「みえるらべる」取得の支援等を
行うとともに、学校給食での提供・生産者の出前授業を実現。農林業祭で市民にみどり戦略をPR。

【環境バイオマス】

・市立小中学校、特別支援学校（学校給食）
・市立小学校（出前授業）
・ＪＡあいち三河（産直：見える化農産物を販売）

第51回岡崎市農林業祭
（愛知県拠点ブース）

見える化農産物及び加工品を
PR・販売する生産者及び市職員

連携
「見える化」及び
「有機農業」ＰＲ

愛知県
拠点

生産者 岡崎市
農務課

中山間政策課

PR活動を通
じて、「みどり
戦略」が浸透

生産者が行った出前授業の様子
見える化農産物及び加工品を
販売する生産者

愛知県拠点
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棚田保全活動に参加し、環境意識の高い参加者にみどり戦略を周知

愛知県拠点

○ 施策分類
・棚田地域振興関係・みどりの食料システム戦略

○ きっかけ・背景、課題の把握
・「棚田地域コンシェルジュ」として、指定棚田活動計画の作成
主体（鞍掛山麓千枚田保存会）と意見交換を実施。

・専門学校の学生や地域外の企業が指定棚田（四谷の千枚田）の
保全活動に参加していることを把握。棚田保全活動と親和性が
あると考え、参加者への「みどり戦略」の周知を企画。

○ 取組の内容
・棚田保全活動（田植え、外来生物駆除）に県拠点と愛知県、新
城市が参加。

・一緒に田植えを行った専門学校（豊橋調理製菓専門学校）の学
生や、一緒に外来生物駆除を行った応援企業関係者に対し、棚
田の果たす機能を説明するとともに、「みどり戦略」の内容や
環境にやさしい農産物を購入する重要性を周知。

○ 効果、今後の方向性
・将来「食」を担う専門学校の学生や、環境保全に関心のある消
費者に「みどり戦略」を周知することができた。保全活動で一
緒に汗を流した後、棚田の景観を眺めながら説明したことで、
拠点の思いがより一層伝わった。

・今後も、棚田保全活動に積極的に参加するとともに、棚田保全
活動のような農業・環境問題に関心の高い者が集まる機会を捉
え「みどり戦略」の効果的な周知を図る。

体制図

愛知県拠点

東海農政局令和６年度

棚田保全活動に実際に参加するとともに、一緒に保全活動を行った学生や企業関係者に対し棚
田の景観を背景に「みどり戦略」を説明、環境にやさしい農産物の購入を働きかけ。

【農村振興】【環境バイオマス】

豊橋調理菓子専門学校の1年生26名に対してみどり戦略等の説明風景

棚田保全活動を行った地元企業の生物多様性チームとの集合写真

鞍掛山麓千
枚田保存会

【農作業体験】
・豊橋調理菓子専門学校

（1年生26名）
・ヤマサちくわ株式会社
・鳳来寺小学校5年生9名

・JA愛知東こども農学校 等

【行政機関】
・愛知県新城設楽事務所
・新城市鳳来支所

連
携

【生物多様性保全チーム】
・横浜ゴム㈱新城工場
・豊橋オートバックス㈱

 ・新城設楽生態系ネットワーク

【棚田応援企業】

・㈱丸八製菓（棚田米で五
平餅の販売）

情報共有

情報共有・後方支援
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みどり戦略学生チャレンジの募集と出前授業の提案を一体的に実施

岐阜県拠点

○ 施策分類
・みどりの食料システム戦略（みどり戦略学生チャレンジ）

○ きっかけ・背景、課題の把握
・みどり学生チャレンジへの参加を呼び掛けるため、農業系高校
を中心に訪問し、校長・担当教諭に説明。

・その際、「みどり戦略」が高校生の進路選択にも資することを
説明し、県拠点による出前授業を提案。

○ 取組の内容
・農業系学科を有する７校に加え、地域の農業者等と連携した活
動を行っている３校に対し、みどり学生チャレンジを説明すると
ともに、みどり戦略及び「見える化」に関する出前授業を実施。

○ 効果・成果、今後の方向性
・学生チャレンジに、６校９チームがエントリー。
・農業系３校から出前授業の依頼があり、拠点が対応。
・さらに、農業系２校が、その生産する農産物について環境負荷低

減の「見える化」の利用登録を行った（うち１校が「みえるらべ
る」を貼付して精米を販売）。

・出前授業には３校合わせて179名の生徒が参加し、授業後のアン
ケートでは97％の生徒が、理解が深まったと回答。

・今後、第２回のみどり学生チャレンジに際しても、農業系高校を
中心に学生チャレンジへの参加と出前授業を働きかけ、若い世代
の「みどり戦略」への理解の増進を図る。

体制図

東海農政局

岐阜県立大垣養老高校の
出前授業

令和６年度

みどり戦略学生チャレンジを、高校生に「みどり戦略」を伝える絶好の機会と捉え、チャレン
ジへの参加募集に併せて「みどり戦略」等の出前授業を提案し、実現。

【環境バイオマス】

岐阜県立郡上高校の出前授業

岐阜県立加茂農林高校の
出前授業

郡上高校が生産した米
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若手職員の発想を生かして、子育て世代へみどり戦略をＰＲ

岐阜県拠点

○ 施策分類
・みどりの食料システム戦略(農産物の環境負荷低減の取組の「見える化」)

○ きっかけ・背景、課題の把握
・県拠点若手職員同士でみどり戦略について話し合いを行った結果、
「みえるらべる」の認知度が低いことを課題として認識。その解決策
として、生産者、消費者の両者が来場するイベントを活用して広く周
知することを若手職員が企画。

○ 取組の内容
  ・若手職員が主体となって打合せを重ね、令和６年10月に開催された

「岐阜県農業フェスティバル」（来場者21万7千人）において、親子連
れにも興味を持ってもらえるように、アニメキャラクター（サクナヒ
メ）や「みどりすごろく」（東北農政局作成）等を取り入れた、親しみ
やすいブースを企画。

・フェスティバル当日も、若手職員自身が多数の来場者に「見える化」
を含むみどり戦略の説明を行い、関心度を測るアンケート等を実施した。

○ 効果・成果、今後の方向性
・若手職員の発想を生かしたことで、親子連れを中心とした幅広い年代の
来場者に対し、「みえるらべる」の趣旨、その生産者及び購入可能場所
を紹介できた。来場者アンケートでは「みえるらべる」がついた農産物
の購買意欲の高さを示す結果が得られ、こうした取組により消費者の行
動変容が促される可能性が確認できた。

・課題の洗い出しから解決策の検討・実行まで、若手職員が主体となっ
て取り組むことで、他業務にも生かせる企画・説明力を向上できた。

・今後も若手職員の発想を生かして、消費者や生産者へ環境負荷低減の
取組を周知していく。

岐阜県拠点の出展ブース

取組がイメージ
できるような写
真や図を貼る。

HPへの掲載を前
提として、必要
に応じて関係者
の了解を得てく
ださい。

東海農政局

来場者へ説明をしている県拠
点若手職員

令和６年度

岐阜県農業フェスティバルに県拠点若手職員が主体となり、子育て世代をターゲットにして出展

【環境バイオマス】

体制図
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高校生や農業者グループと連携した「みえるらべる」ＰＲ活動

三重県拠点

○ 施策分類
・みどりの食料システム戦略

○ きっかけ・背景、課題の把握
・拠点の働きかけにより、農業者グループ（たき土力の会）と相可

高校が「みえるらべる」の★★★を取得。
・地域の消費者に「みえるらべる」を知ってもらうため、拠点が両

者に、ショッピングモール（マックスバリュ多気店）でのPRイベ
ントの開催を提案。12月14日に三者が協力してイベントを開催。   

○ 取組の内容
  ・拠点は、「みえるらべる」の取得に際しては、算定シート作成の

サポートなどの支援を実施。また、「みえるらべる」を取得した
農産物をPRするポップを作成。イベントの開催に当たっては拠点
からPRイベントの開催を働きかけた。

・イベントでは、土力の会メンバーと相可高生による野菜やコメの
試食提供・販売とともに、拠点職員による来場者の野菜摂取量の
測定（拠点が専用機器を調達）、「みえるらべる」の周知パネル
の展示・説明、チラシ配布などを実施。

○ 効果・成果、今後の方向性
・イベント来場者からは、「みえるらべるを理解できた」、「今後
みえるらべる商品を購入したい」との回答が多数。土力の会メン
バーからも「自分の野菜に自信が持てる企画に感謝」との感想。

・今後も、地域の農業者や小売業者と連携し、「みえるらべる」の
PRなど消費者の購買行動の変容につながる取組を進める。

イベントの様子

東海農政局令和６年度

県拠点の働きかけにより「みえるらべる」を取得した高校生・農業者と連携して、ショッピン
グモールで「みえるらべる」を消費者に対してＰＲ。

【環境バイオマス】

「みえるらべる」を取得した農産物 恋するおこめ

どりょく
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農水省で初の高等専門学校との包括的連携協定を締結

三重県拠点

○ 施策分類 ・新技術・その他

○ きっかけ・背景、課題の把握
・鳥羽商船高等専門学校が、地域課題解決のため、選果機の開発等

に取り組んでいることを把握。農業分野の教育機関ではなく交流
が無かったが、接触を試み、スマート農業技術に関する意見交換
等を実施（令和5年度）。県拠点、鳥獣被害に悩む生産者、鳥羽
商船の学生による意見交換会を開催（6年6月）。

・こうした取組を進める中で、県拠点と同校の間で人的・知的資源
の交流をより一層進め、同校が有するデジタル・AI技術を農業に
活用し、地域の課題解決を目指すことで合意。

○ 取組の内容
・拠点と同校の間で、包括的連携協定を締結（6年9月）。協定に基

づく取組として、デジタル・AI技術を活用した鳥獣追払システム
について、県拠点が紹介した農園でデータ収集・実証研究中。

○ 効果・成果、今後の方向性
・協定書調印式はＮＨＫなどで大きく取り上げられ、高専や県拠点
の活動、ひいてはスマート農業の取組を広く紹介できた。

・6年12月、同校で、秋葉東海農政局長によるみどり戦略の特別講
義、学生による技術開発の中間発表、普及推進方策についてのグ
ループワークを実施。また、東海農政局主催の「スマート農業推
進フォーラム2024in東海」でも同校学生が事例発表。

・今後は、県拠点のネットワークを生かし、技術の実証のための生
産者とのマッチングや、開発した技術の普及を支援していく。

調印式の様子
鳥羽商船高専 古山校長（左）

齋藤地方参事官（右）

東海農政局令和６年度

農水省で初めて高等専門学校（鳥羽商船高専）との包括的連携協定を締結し、スマート農業技
術を活用して地域の課題を解決。県拠点が外部の組織と締結すること自体も全国初の事案。

【新技術、その他】

秋葉東海農政局長による
特別講義の様子

41



農業の魅力・みどり戦略を農業高等学校の生徒へ伝える

滋賀県拠点

○ 施策分類
新規就農、みどりの食料システム戦略

○ きっかけ・背景、課題の把握
農業人口は年々減少しており、新規就農者の確保が急務である。

農業を学ぶ高等学校の生徒に農業の魅力を伝えられるような取組を
考えた。
また、みどりの食料システム戦略の実現のために、次代を担う生

徒に理解を深めてもらいたいと考えた。

○ 取組の内容
農業高等学校の生徒が、農業を魅力のある産業と認識し、将来職

業として農業を選択してもらえるよう、県内の農業高等学校と連携
して取組内容を検討。「農業の未来は明るい」ということを伝えら
れるような授業の構成を考え、県内若手農業者に農業の魅力・やり
がい等をインタビュー形式で聞き取り、その様子を動画にまとめ出
前授業で上映した。
また、みどりの食料システム戦略の実現に向けて理解を深めるた

め、消費者の立場で実践できるみどり戦略の取組を説明した。

○ 効果・成果、今後の方向性
生徒は真剣に授業を聞いており、日本の農業が直面している問題

について考えてくれた。この授業が生徒の「食」や「農」について
考えるきっかけになった。
今後は農業高等学校だけでなく、県内の小学校・中学校・高等学

校へ向けて出前授業の場を拡大することを検討している。

体制図

授業の様子

近畿農政局令和６年度

次代を担う農業高等学校の生徒に日本の農業の魅力や農業が直面している問題、みどりの食料
システム戦略への理解を深めてもらうために、出前授業を実施

【農地・担い手対策】

滋賀県拠点

農業高等学校

若手農業者

農業の魅
力

出前授業
の実施

授業内容
の要望

意見交換
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みどり戦略の広報に農政局若手職員が地域イベントで奮闘

京都府拠点

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略

○ きっかけ・背景、課題の把握
みどり戦略について、関係機関には周知しているが、消費者の

理解や関心を高めることが今後の普及に必要。
また、近畿農政局本局原課の若手職員（新規採用者及び経験者

採用）は、局内での業務が多く、実際に生産者や消費者に直接触
れ合う機会が少ない。

そこで、若手職員が地域イベントに参加し、施策の広報やアン
ケートなどを通じて、コミュニケーション能力の向上や日常の業
務における自主性・主体性の向上を図る取組を行った。

○ 取組の内容
イベントの来場者に若手職員を中心に積極的に「みどり戦略」

や「ニッポンフードシフト」等の広報を行うと共に、有機農業等
に関するアンケートを実施。

消費者等から有機農業に対してのイメージや購入に関しての消
費動向等について集計・集約したデータをグラフ化し、イベント
実施主体（市町）に対して地域における消費者ニーズの現状を
データ還元。

○ 効果・成果、今後の方向性
若手職員からは、「直接、人と接して施策を伝える難しさ」を

実感した旨の感想。また、データ還元した市町からは「地域の消
費者等ニーズが把握でき、今後の地域農業（有機栽培）の参考に
なった」旨の回答があった。

体制図

来場者に対して積極的に
広報に努める若手職員

取組がイメージ
できるような写
真や図を貼る。

近畿農政局

“イベントはお祭り”
苦労しながらも笑顔で
の応接を心掛ける。

令和６年度

農業祭りなどの地域イベントに出展しみどり戦略を広報。広報活動には部局を超えて若手職員が参加。「現場と農政を結ぶ業
務」を体験、会場でアンケートなどを通じ「生の声」を聞き取り、市町に還元することで今後の農政に活かしていただく取組。

【環境バイオマス】

企画・立案

京都府拠点 本局企画調整室

各部

要請

相談・要請

職員派遣
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地方公共団体（大阪府）と連携した環境負荷低減の取組の「見える化」の推進

大阪府拠点

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略

○ きっかけ・背景、課題の把握
環境負荷低減の取組の「見える化」を推進するにあたり、大
阪府拠点が単独で推進するより、独自で環境に配慮（脱炭
素・CO2削減）する取組「大阪版カーボンフットプリント」を
推進している大阪府と連携することが効果的であると考えた。

○ 取組の内容
①大阪府環境農林水産部 脱炭素・エネルギー政策課と意見

交換を実施し、大阪府拠点と連携可能なところは連携して
推進していくこととした。

②大阪府内に本社のある百貨店等（３か所）及び全農大阪に
対して、「みえるらべる」と「大阪版カーボンフットプリ
ント」の違い等を説明し、食品関係事業者に取組への理解
を求めた。

○ 効果・成果、今後の方向性
①働きかけをきっかけに、（株）京阪百貨店から令和７年５

月下旬開催予定の消費者イベント（食育フェスタ）への
参加依頼（みどりの食料システム戦略のＰＲ）があり、現
在、取組内容を調整中。

②今後、説明会を実施する場合は大阪府と連携し、生産者
や食品関係事業者がより取り組みやすいよう工夫し、普
及を推進する。

体制図

近畿農政局令和６年度

みどりの食料システム戦略に基づく、消費者の選択に資する環境負荷低減の取組の「見える化」を推進するため、
地方公共団体（大阪府）と連携し、食品関係事業者（小売販売部門）に対して働きかけを実施。

【環境バイオマス】

大阪府拠点
大阪府

脱炭素・エネル
ギー政策課連携

・説明会
・情報共有 等

「みえるらべる」 「大阪版カーボンフットプリント」

「大阪府内の小売店における
「見える化」の事例」
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情報        
発信

イベント等の取組を報道機関の情報発信でより効果的に周知

大阪府拠点

○ 施策分類
女性

○ きっかけ・背景、課題の把握
・大阪府内の農業女子プロジェクトの農業者から大阪府内の女性農業者同
士の交流を望む声や、オンライン参加が可能な女性の交流会に参加した
いとの声を聞いていたことから、初めて大阪府拠点主催の交流会を開催
することとした。

○ 取組の内容
・大阪府環境農林水産部農政室推進課と、女性農業者への支援や取組につ
いて意見交換を実施。交流会の周知等への協力とオブザーバー参加を依
頼。

・大阪の農業と女性の関わりを研究されている摂南大学の准教授に講師を
依頼。企画アイデアや交流会プログラムのアドバイスを受けた。

・交流会開催のプレスリリースを実施。当日、報道関係者（３社）による
取材を受けるとともに、後日、日本農業新聞及び日本食糧新聞に交流会
の詳細な記事が掲載された。

○ 効果・成果、今後の方向性
・交流会後も参加者同士の交流が続いているとのことから、交流会の開催
は女性農業者がつながるきっかけになったと思料。今後、女性農業者が
自発的に企画する取組への支援を目指すとともに、大阪府と連携した取
組を検討していく。

・摂南大学の准教授は、農業共済新聞のコラムを担当しており、交流会の
様子と女性農業者や農業の発展の可能性を情報発信された。新聞社２社
の記事掲載等も含め、外部からの情報発信の効果は大きく、女性農業者
に対する側面からの支援になった。

体制図

集合写真

近畿農政局

報道関係者 他

令和６年度

「農業女子プロジェクト」の一環として地域活動の活性化を図るため、大阪府拠点の主催により「大阪府女
性農業者交流会」を開催。講師等の選定、参加者の募集及び取組内容のＰＲ方法について、企画段階から、
本局及び地方公共団体（大阪府）に協力依頼・情報共有するとともにプレスリリースを実施

【農地・担い手対策】

【大阪府拠点】
プロジェクトチーム

大阪府
農政室推進課

協力

報道
関係者

取材 大阪府女性農業者交流会
開 催

農業者への周知

近畿農政局
プレスリリース

摂南大学

助言
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農福連携へ最初の一歩を踏み出し、県内の連携を強化する取組

兵庫県拠点

○ 施策分類
農福連携
ＫＰＩ：取組主体数12,000件、協議会へ200以上の市町村が参加

○ きっかけ・背景、課題の把握
農福連携の取組は、兵庫県内の農業者からの期待や関心も大き

いが、一方では、農業・福祉のそれぞれの立場から不安の声も出
ているため、交流会を通じお互いの理解を深めて不安を払拭し、
まずは最初の一歩を踏み出して取組の輪を広げることや県内の連
携強化を図ることを目的に開催。

○ 取組の内容
兵庫県の協力のもと、農業者・福祉事業所等を中心に呼びかけた
結果、総勢１３２名の参加があり(1)ノウフクアワード受賞２団体
の講演(2)行政からの情報提供(3)農福連携取組農業者５名及び福
祉事業者３名による意見交換を実施。更に農業者９名から農福連
携作業依頼シートの提出があり参加者に配付。その後も継続して
拠点が福祉事業所とのマッチングをフォローアップ。

○ 効果・成果、今後の方向性
交流会終了後のアンケートによると、農業者サイドからは「は
じめの一歩を頼りに、まずはやってみようと思えた」。福祉サ
イドからは「今回の交流会に参加して、一歩踏み出そうと思っ
た」といった、今後の取組に向けて前向きな意見を多く頂戴し、
拠点のフォローアップでは９名中３組のマッチングが実現。

体制図

会場の様子

取組がイメージ
できるような写
真や図を貼る。

HPへの掲載を前
提として、必要
に応じて関係者
の了解を得てく
ださい。

近畿農政局令和６年度

兵庫県農業の課題解決のため県内農業者、福祉事業所等が農福連携への理解を深め、取組の輪を
広げることを目的として、「最初の一歩をみんなと一緒に」をテーマに農福連携交流会を開催

【農村振興】

兵庫県拠点
兵庫県
兵庫セルプセンター
ひょうご農林機構等

農福連携交流会
講 演（取組発表）

CuRA! 代表 真保 若葉 氏
社会福祉法人青葉仁会 理事長 榊原 典俊 氏

意見交換会  ファシリテーター
兵庫県立大学大学院 教授 豊田 正博 氏

協力依頼

講演者
ファシリテーター
意見交換者

農業者
福祉事業所
行政機関等

協力依頼 参加呼びかけ

連携体制
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ＳＧＳ（籾米サイレージ）の製造・利用にかかる現地研修会を開催

兵庫県拠点

○ 施策分類
草地・飼料（耕畜連携）

○ きっかけ・背景、課題の把握
コスト低減につながる淡路飼料生産組合のＳＧＳの取組を県拠

点ＨＰで耕畜連携等の取組事例として紹介。しかし県内ではＳＧ
Ｓの製造技術等を共有する取組が行われていなかった。このため、
現場の意向を踏まえ県拠点が関係機関の協力を得て研修会を開催。

○ 取組の内容
研修会は、令和６年11月26日に２部構成で開催。１部の屋内研

修では、兵庫県南淡路農業改良普及センター担当者から組合の取
組概要について、ＳＧＳを導入した経緯や課題と対応策等を説明。
２部の現場研修では、ＳＧＳ製造現場において淡路飼料生産組合
代表から製造工程の説明を受け、粉砕、加水作業等の製造工程を
見学。当日は、畜産農家や耕種農家等34名が参加。参加者からは、
ＳＧＳの効果、保管方法、製造等に関する質問が相次ぎ、活発な
意見交換が行われた。

○ 効果・成果、今後の方向性
参加者アンケートでは、「満足」と「やや満足」の回答計が

95％と高評価であった。また、当日はマスコミの取材があり、Ｔ
Ｖ、ラジオ、Wｅbで研修会の模様が放送され、畜産生産現場のＰ
Ｒにつながった。引き続き、コスト低減の取組について情報を収
集し、現場の課題解決につなげたい。

体制図

〇屋内研修の様子

近畿農政局令和６年度

（様式１）

【畜産】

輸入飼料高騰により畜産経営が厳しい中、県内の飼料生産組合のＳＧＳの製造・利用の取組について、
関係者間で技術に関する情報などを共有し、国産飼料の利用拡大に資することを目的に研修会を開催

兵庫県
拠 点

畜産農家、耕種農家、ＪＡ、行政機関等

ＳＧＳの製造・利用にかかる現地研修会

講師・会場 製造工程見学 周知
主催

協力
要請 南淡路農業

改良普及セ
ンター

淡路飼料生
産組合(南
あわじ市)

兵庫県畜産
課、兵庫県
畜産協会、
南あわじ市

参加

〇現場研修の様子
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県内市町村の農業関係独自支援策の情報共有

奈良県拠点

○ 施策分類
予算全般

○ きっかけ・背景、課題の把握
地方参事官室職員の執務参考とするため、令和５年度に
おいて県内市町村から農業関係の独自支援策の情報収集を
行ったところ、他市町村の支援策の情報を提供してもらえ
たら参考にしたいとの意見が多数寄せられ、近隣市町村で
あっても予算について情報交換が行われていない実態が明
らかになった。

○ 取組の内容
執務参考として市町村担当者による活用を図るため、今
年度は収集した情報を県内の全市町村に提供することを前
提として、各市町村のホームページに記載されている支援
策のほか、ホームページに記載されていない支援策につい
ても各市町村から詳細を聞き取り、了解が得られた支援策
について情報提供を行った。

○ 効果・成果、今後の方向性
他の市町村と支援策について情報交換を行うなど、市町
村間の連携が期待できることから、６年度は近畿農政局管
内の全拠点で取り組むきっかけとなった。次年度以降も引
き続き情報収集・提供を行う方向で検討しており、なるべ
く年度の早い時期に情報提供を行える体制整備を図る。

体制図

近畿農政局

配布資料のイメージ

令和６年度

県内市町村農政担当部局の参考資料とするため、市町村の農業関係独自支援策を情報共有

【その他】

奈良県拠点

B町

C村A市

情報交換

情
報
収
集

情
報
提
供

配
布

情報交換
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大学等と連携し農産物の環境負荷低減の取組の「見える化」を推進

奈良県拠点

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略

（農産物の環境負荷低減の取組の「見える化」）

○ きっかけ・背景、課題の把握
 環境に配慮した農産物に対する消費者の関心が購買行動に結びついてい
ないと考え、「みえるらべる」の認知度向上が消費者の行動変容につな
がるとの観点から、畿央大学健康栄養学科 野原潤子研究室と「見える
化」推進の取組を検討。

○ 取組の内容
畿央大学、中西農園、イオン大和郡山店、大和郡山市、奈良県拠点が連
携して取組を実施。ミニトマトの無加温栽培に取り組む生産者の協力の
もと「☆」３つを獲得し、店舗にて「みえるらべる」商品の販売を行っ
た。また畿央大学は、「みえるらべる」貼付のみの販売とPOPの掲示やレ
シピ配布と併せた販売と比較し、消費者の意識と購買行動の変化を調査。
「見える化」の効果的な普及を検討。

○ 効果・成果、今後の方向性
・複数品目での取組が消費者への効果的な周知となることから、大和郡山
市と県拠点が連携し、新たな生産者に働きかけを行い、いちごの「見え
る化」登録と販売を開始。

・大和郡山市は、同市４Hクラブメンバーへの「見える化」取組の横展開
を進め、新たに取り組む生産者が増加。

・県拠点では大学との連携を機に、学生を対象としたパネル展示を開催す
るなど次代を担う若者への「みどり戦略」の普及啓発に繋がった。

・今回の取組を機に「見える化」の横展開が図られたことから、今後も関
係機関と連携した取組を推進する。

体制図

近畿農政局令和６年度

大学、生産者及び大型商業施設等と連携し、農産物の環境負荷低減の「見える化」の推進に取
り組み、「みえるらべる」の認知度向上と更なる横展開を図った。

【環境バイオマス】

レシピ・啓発チラシ、店頭POP及び親しみやすいキャラクター
「アスグリ」は、畿央大学 野原潤子研修室学生が作成  

《イオン大和郡山店での販売状況》

「見える化」
の推進

大学
啓発資材の作成・
消費者の意識調査

大型
商業施設
「みえるらべる」
商品の販売

市役所
４Hクラブへの

「見える化」の推進

生産者
「見える化」登録

奈良県拠点
「見える化」登録サ
ポート、生産者へ
の働きかけ等

「アスグリ」
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プロジェクトチームによる出張講座等でみどりの食料システム戦略周知

和歌山県拠点

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略

○ きっかけ・背景、課題の把握
みどりの食料システム戦略は、流通・消費面へも一体的に意識

醸成を図る必要がある一方、県内の教育現場等における農業への
関心は比較的高く、出前授業等の現場ニーズが徐々に増加してき
たため、拠点内で体制整備の上、取組を開始。

○ 取組の内容
 新たに「出張講座実践プロジェクトチーム」を立ち上げ、小中
学校等関係機関と連携、幅広い対象者（小中学生・保護者・その
他一般市民等）に対し出張講座・出前授業を実施（R6は、11回）。

対象者の年齢・理解度に応じて独自の説明資料、パンフレッ
トなどを作成し、様々な対応時間（10分～120分）に合わせて関
心を持ってもらえるよう説明内容を工夫。

○ 効果・成果、今後の方向性
授業を受けた児童や教職員の方々から、農や食への関心が高ま
り、自分たちにできることを考えるきっかけとなったという声が
多く寄せられた。教育委員会とも意見交換を実施し、今後も情報
共有しつつ連携して取り組んでいく方向性で意思統一を図った。

体制図
R6.7.30 放課後児童クラブ「太陽の子」

HPへの掲載を前
提として、必要
に応じて関係者
の了解を得てく
ださい。

近畿農政局

↑
子ども達
の感想

令和６年度

将来を担う若い世代にみどりの食料システム戦略をアプローチ
～食と農への意識醸成を図る～

【環境バイオマス】

出張講座実践
プロジェクトチーム

市町教育委員会
各小中学校教員

等

県内小中学校生徒
放課後児童クラブ

家庭教育支援サポーター
保育士 等

和歌山県拠点

和歌山県
教育委員会

出張講座
等の実施

相談・連携

情報
共有
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「みかん援農」プロジェクトに取り組む事業者の支援

和歌山県拠点

○ 施策分類
 担い手

○ きっかけ・背景、課題の把握
 果樹栽培では農繁期における人手不足が深刻になっていること
から、農業労働力確保に係る課題を把握するため、海南市で「み
かん援農」プロジェクトに取り組む事業者と意見交換を実施。

○ 取組の内容
 令和３年から意見交換を継続的に行い、課題等を把握するとと
もに、農業労働力確保に活用可能な事業として、「農業労働力確
保支援事業」、「特定地域づくり事業協同組合制度（総務省）」
等の事業を紹介。また、有料職業紹介事業を行う場合、厚生労働
大臣の許可が必要になることから、和歌山労働局から申請手続き
等について確認の上、申請書類等の情報提供を行った。

○ 効果・成果、今後の方向性
 令和４年度補正予算「農業労働力産地間連携等推進事業」に採
択され、群馬県嬬恋村等、他産地との連携による労働力の安定的
な確保、広報・事務を担当する人材確保や情報発信の強化に向け
た取組等、当該事業の活用による課題解決に寄与。今後も課題等
を把握しながら、農業労働力確保に向けた更なる取組を支援する。

体制図

近畿農政局令和６年度 【農地・担い手対策】

継続的な意見交換により、農業労働力確保に係る課題の把握と事業者の取組支援

「みかん援農」に取り組む海南市下津町のみかん産地

「みかん援農」事業者
援農者の確保、受入農家とのマッチング

産地間連携の推進 等

和歌山県拠点
地方参事官室

厚生労働省

和歌山労働局
申請情報
の収集等

農家（求人） 援農者（求職）
雇用関係

求職申込み求人申込み 斡  旋

許可申請意見交換・課題把握
府省を越えた施策等の情報提供
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地域おこし協力隊員

大学教員

ＵＩＪターン者

共通テーマ「農業・農村に関係人口を増加させる方策」で意見交換

鳥取県拠点

○ 施策分類
集落活性化、中山間地域振興、都市農村交流

○ きっかけ・背景、課題の把握
鳥取県拠点の現場と農政を結ぶ業務において、意見交換の相手方や

内容に一貫性がなく、やや場当たり的な傾向にあるため、中長期的視
点で課題解決につながる共通テーマの設定を検討。
 一方、食料・農業・農村政策審議会（令和５年９月）の答申では、
農村施策の見直しの方向として「農的関係人口の増加」等が掲げられ、
その方策として、農村ＲＭＯ等の育成が示されているが、農村ＲＭＯ
等の育成が困難な地域においては「どうすれば都市部を含む非農業者
を呼び込めるか」という課題への解決策が必要ではないかと思料。
 このため、共通テーマに「農業・農村に関係人口を増加させる方
策」を設定し、意見交換や事例収集に取り組むこととした。

○ 取組の内容
 令和６年１月～３月に中山間地域政策等を研究している大学教員、

ＵＩＪターン者、地域おこし協力隊員などと意見交換を行い、課題解
決に繋がる意見や事例を把握・収集。

○ 効果・成果、今後の方向性
 把握した意見及び事例を取りまとめ、４月以降、鳥取県及び市町村
の担当者と意見交換を実施。６月には島根県雲南市で農村ＲＭＯ形成
に向けた意見交換を実施し、その概要を鳥取県と共有。
 今後も自治体における農村政策の参考となるよう、関係機関との情
報共有及び意見交換を進める予定。

中国四国農政局令和６年度

鳥取県の喫緊の課題である「農業・農村の関係人口の増加」について、県拠点における現場と
農政を結ぶ業務の共通テーマとし、意見交換や事例収集を実施。

【農村振興】

東部担当

地方参事官室

食料・農業・農村政策審議会 答申（抜粋）
第２部 分野別の主要施策
３ 農村分野
（３）農村施策の見直しの方向
③ 都市と農村の交流、農的関係人口の増加
（略）

これらの農業・農村に関わる関係人口を増加さ
せるため、従来の都市と農村の交流に加え、食
をはじめとする農業や農村が有する様々な資源
を活用して、二地域居住や農泊等を推進すると
ともに、非農業者が農村の共同活動に参加する
ための受け皿となる農村RMO 等を育成していく。

中部担当

西部担当

農
村
振
興
担
当

地方参事官

体制図

意見交換
事例収集

鳥取県・市町村

情報共有・意見交換
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フェアプライスプロジェクト周知活動

鳥取県拠点

○ 施策分類
その他（新事業・食品産業）

○ きっかけ・背景、課題の把握
 令和６年２月の予算説明の際、将来にわたる持続可能な食料供給を

実現するため、農産物を含め食品の合理的な価格形成の必要性につい
て説明。鳥取県・JAグループ鳥取も重要な課題としており、フェアプ
ライスプロジェクトを共通テーマとし、消費者への理解醸成のための
周知活動に連携して取り組むこととした。

○ 取組の内容
鳥取県では９月１日から11月30日を「もっと地産地消×フェアプラ

イスプロジェクト月間」とし、鳥取県産品への関心や愛着を高め、よ
り地産地消を盛り上げるとともに、食品の適正価格への理解を促す取
組を実施。JAも10月１日から11月30日を「国消国産月間」としキャン
ペーンを実施。この期間に行われた県やJAグループ鳥取のイベントに
鳥取県拠点も参加し、パネル展示やチラシ配布を行ったほか、市町村
やJAグループ鳥取の広報誌へ広告掲載を行うなど、周知活動に取り組
んだ。

○ 効果・成果、今後の方向性
イベントでの周知活動で、消費者から「生産者に感謝し、国産や地

元産を意識した消費行動をしていきたい」という声や、生産者からも
「もっとフェアプライスプロジェクトを知ってもらえるように周知活
動を続けてもらいたい」という要望をいただいた。今後も県・JAと連
携し、周知活動に取り組む。

体制図

取組がイメージ
できるような写
真や図を貼る。

中国四国農政局令和６年度

フェアプライスプロジェクトの消費者理解醸成を図るため、鳥取県・JAグループ鳥取と連携し、
周知活動を実施

【新事業・食品産業】

消
費
者

連
携

パネル展示の様子

配布チラシ

食品の生産・製造・流通に関わる実態、コスト
高騰の背景等についてわかりやすく伝え、合
理的な価格形成に向けた理解を醸成する取組。
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響の森「棚田プロジェクト」と連携した棚田の魅力の情報発信

鳥取県拠点

○ 施策分類
 棚田地域振興関係

○ きっかけ・背景、課題の把握
 棚田地域振興法に基づく「指定棚田地域」の指定地域が全国に
広がる中、鳥取県内の指定はゼロと登録が進んでいないため、３
年前から拠点内でチームを組み、県・町、学生ボランティア、棚
田関係者との意見交換を重ね、課題等の把握を行ってきた。

認定には協議会の立ち上げや活動計画の策定が必要で、過疎
化・高齢化が進む棚田地域にとってはハードルが高く、窓口とな
る町も積極的になっていない。このため、棚田保全に対する理解
醸成に継続的に取り組むこととした。

○ 取組の内容
 「つなぐ棚田遺産」に認定された若桜町つく米(よね)棚田の保
全に対する理解醸成を図るため、「棚田プロジェクト」の田植え
や収穫祭、「山フェス2024」のイベントで「棚田ブース」を設置
し、棚田の重要性を直接伝える等の情報発信を行った。また、棚
田展では、棚田の様々な働きや棚田での米作りの様子を紹介する
パネル展示を行った。

○ 効果・成果、今後の方向性
 イベントの参加者に棚田のアンケートや棚田を守るためのアイ
デアを出してもらったところ、日本の原風景である棚田の景観保
全へ関心の高さが分かる結果となった。今後も中山間地域の生産
者等との意見交換やイベントを通じて、棚田の情報発信に努める。

体制図

県外の大学生に棚田の魅力を伝
えるスタッフ

取組がイメージ
できるような写
真や図を貼る。

HPへの掲載を前
提として、必要
に応じて関係者
の了解を得てく
ださい。

中国四国農政局

棚田を守るためのアイデアを
パネルに貼り付ける子ども

令和６年度

 氷ノ山自然ふれあい館響の森が取り組む「棚田プロジェクト（中国四国農政局後援）」のイベ
ントで「棚田ブース」を設置し、若桜町つく米(よね)棚田の保全に対する理解醸成を図った。

【農村振興】

「棚田プロジェクト」
田植え、草取り、稲刈り、収穫祭、棚田展

中国四国農政局

氷ノ山自然
ふれあい館
響の森

鳥取県拠点
農村振興チーム

連携

後援

ＨＰ等で情報発信
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【消費・安全】 【新事業・食品産業】

消費者団体との意見交換会を開催

島根県拠点

○ 施策分類
食育、その他（新事業・食品産業）

○ きっかけ・背景、課題の把握
食料・農業・農村基本法の基本理念に位置付けられた「食料安

全保障の確保」につながる「食料の円滑な入手（食品アクセス）
の確保」や「食料の持続的な供給に要する費用」などについて、
国の施策検討に資するよう消費者団体の取組や課題を聴き取るた
め、NPO法人消費者ネットしまね、松江市消費者問題研究会と意見
交換を実施した。

○ 取組の内容
中国四国農政局から情報提供を行った後、NPO法人消費者ネット
しまねの活動概要を紹介いただき、テーマ３つ①「食品アクセ
ス」②「食品産業における食品ロス」③「食料の価格形成」につ
いて、消費者の視点で意見交換を行った。

○ 効果・成果、今後の方向性
意見交換では、「食品アクセスについての危機」「消費者に正

確な情報が伝わっていないこと」など、課題を顕在化させるとと
もに、国民が平等に食料を入手できる環境づくり、食料の持続的
な供給や価格形成、食品循環資源の有効活用などについて、議論
を深めることができた。

今後も参加者の拡充等を行い、意見交換を続けていきたい。

中国四国農政局令和６年度

「食料安全保障の確保」を主要なテーマとし、消費者団体との意見交換を実施。

意見交換会

消費者（団体）
･NPO法人消費者ネットしまね
･松江市消費者問題研究会

島根県拠点

連携 テーマ①

体制図

積極的に発言をする消費者団体の皆さま

消費・安全部消費生活課

経営・事業支援部食品企業課

連携 テーマ②、③
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輸出支援機関が連携し、輸出拡大に取り組む

島根県拠点

○ 施策分類
輸出促進

○ きっかけ・背景、課題の把握
・島根県内の輸出事業者等が不安なく輸出に取り組めるよう、輸
出関係機関が農林水産物、食品の輸出に関する支援策、セミナー
等の事業に関する情報を共有する場として、令和４年度及び５年
度の１月に意見交換会を開催。

・令和６年度からは、さらなる輸出促進を図るため、年２回の定
期開催とする「島根県輸出支援機関等情報交換会」として正式に
発足。

○ 取組の内容
・令和６年度、県拠点は情報交換会の主旨等の説明を行い、広島
国税局、県、JETRO、日本政策金融公庫による情報交換会を年２
回（10月と１月）開催し、輸出関係機関の支援策や課題等につい
て共有し、輸出事業者の輸出促進に向けた意見交換を行った。

・令和６年度第１回の情報交換会開催後、広島国税局と県拠点合
同で輸出に取り組む酒造会社を訪問し、輸出状況の聞き取り、支
援策等を説明し、今後の酒造会社における輸出促進を図った。

○ 効果・成果、今後の方向性
・今後も毎年度情報交換会を開催し、輸出関係機関の情報を共有
することにより、引き続き、輸出関係機関が連携した輸出事業者
への支援、今後の情報交換会の内容等について意見交換を行う。

体制図

島根県輸出支援機関等情報交換会
の様子

中国四国農政局

広島国税局と連携した意
見交換の様子

令和６年度

「島根県輸出支援機関等情報交換会」の構成組織と情報共有を図り、相互理解を深めることで連携
強化し輸出を推進。

【輸出・国際】

島根県輸出支援機関等情報交換会
参加機関

〇中国四国農政局島根県拠点（幹事）
〇広島国税局課税第二部酒類業調整官
〇島根県商工労働部しまねブランド推進課
〇JETRO島根貿易情報センター
〇日本政策金融公庫松江支店

島根県内輸出事業者

輸出支援策の説明、情報提供

輸出支援策、現場の課題等を共有
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島根県拠点

○ 施策分類
担い手

○ きっかけ・背景、課題の把握
・大田市の関係機関は、令和２年度から新規就農拡大策としてア
スパラガス高畝栽培に着手、大田市の定住促進策を追い風にUI
ターン者の取り込みで面積が拡大。

・大田市及びJAしまね石見銀山地区本部担当者と議論する中で、
アスパラガスの産地化を図ることを把握。

○ 取組の内容
・「石見銀山アスパラガス生産組合」を対象に、県、市、JA（生

    産組合事務局）と連携。課題把握のため意見交換会を主催。
・意見交換会において、スマート農業技術活用促進法に係る情報
提供を行うとともに、ハウス建設費用及び運送経費の高騰によ
る所得減少等の課題を把握。新規就農者に対し個別訪問、更な
る課題の把握と情報交換。

○ 効果・成果、今後の方向性
・JAが令和２年度からハウスリース事業(※)を開始。就農初期の
負担軽減により就農のハードルを下げ、新規就農者増加に成功。

・規模拡大の意向がある複数の組合員がスマート機器の導入に向
けて、生産方式革新事業活動の活用を模索。

・県拠点は、今後とも、新規就農者及び経営規模の拡大に向け継
続して施策説明等、きめ細やかに伴走支援。

体制図

呼びかけに集まった組合員ら
前列右から３人目が生産組合長

取組がイメージ
できるような写
真や図を貼る。

HPへの掲載を前
提として、必要
に応じて関係者
の了解を得てく
ださい。

中国四国農政局

意見交換会の様子

令和６年度

大田市における新規就農者拡大策としてのアスパラガス栽培推進を関係機関とも協力のもと施
設整備や販路の確保・拡大を支援。

【農地・担い手対策】

アスパラガス栽培の新規就農者拡大を伴走支援

島根県拠点
地方参事官室

課題を把
握し施策
を説明

(※)ハウスリース事業
ＪＡがビニールハウスを建設し、農業者に対して補助しながら10年間貸し

付ける事業。助成金の交付期間は５年間。開始から３年間はリース料の1/2、
残り２年間は同1/3を補助。建設費用に対する補助残金額を10年間で等分に
除してリース料とし、10年後には当該農業者へ譲渡する仕組み。

事務局：ＪＡしまね石見銀山地区本部

○島根県西部農林
水産振興センター
県央事務所

○大田市

連携・
情報
交換

連携・情報交換

・施設整備
・栽培技術指導
・資金繰り支援

１５経営体（内、新規就農者６経営体）

石見銀山アスパラガス生産組合
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岡山の農業を盛り上げていくための４ステップ（広報強化）

岡山県拠点

○ 施策分類
その他（広報）

○ きっかけ・背景、課題の把握
関係機関や地域との関係づくりが重要と考え、「岡山県拠点の関係

人口を増やすこと」などを目標に、外部への情報発信に力を入れて取

り組むこととした。

また「中国四国農政局におけるみどりの食料システム戦略アクショ

ンプラン」に基づき、みどり戦略のＺ世代向けアプローチの一環とし

て、農業高校を訪問し、生徒の関心が高い分野の講義を実施した。

○ 取組の内容
以下の４ステップで取組を実施。

① 若手職員で広報戦略チーム立ち上げ・・・毎週打ち合わせを行い、

効果的な広報手法（掲載内容の見直しや周知方法など）を議論。

② 従来の広報媒体の見直し・・・メルマガの内容充実、局ＨＰのバ

ナーによるＰＲ、ＨＰ掲載情報のリニューアル。

③ Ｚ世代への情報発信・・・県内の農業高校（４校）を対象に、食

や農業に関する講義（計９講義）を実施。

④ 日々の情報収集・・・毎朝の岡山地域情報等をTeamsで共有。

○ 効果・成果、今後の方向性
掲載内容の見直しや営業努力により、メルマガの受信登録者数、Ｈ

Ｐの閲覧数はいずれも増加。高校講義では、高校生に食や農業の重要

性などについて気付きを与えることができ、令和７年度も実施予定。

体制図

バナーによるＰＲ

中国四国農政局

高校講義の様子

令和６年度

岡山県内関係者に単に施策情報を届けるのみならず、相手の関心が高い情報、魅力的な情報は
何か、誰にどう伝えていくかなど、効果的な情報発信に向けての取組を実施。

【その他】

Ｚ世代への情報発信体制図

拠点
Aチーム

 農業高校毎に、４つの講義チームを結成。

 それぞれのチームで、各高校から講義内容の

要望を聞き取り、資料を作成。

 動画の視聴、クイズ等、工夫を凝らした講義を

実施。

a校 b校 c校 d校

要望

資料作成

講義実施

拠点
Bチーム

拠点
Cチーム

拠点
Dチーム
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食の未来を担うＺ世代の意識や行動を変える取組

広島県拠点

○ 施策分類
その他（ニッポンフードシフト、中国四国農政局におけるみど
りの食料システム戦略アクションプラン（以下、「アクションプ
ラン」という）ほか）

○ きっかけ・背景、課題の把握
ニッポンフードシフト、アクションプランでは、消費者等への
働きがけや周知の取り組みを積極的に進めているところである。
特に、食の未来を担うＺ世代に対する周知や理解醸成は不可欠と
考え、農業や食に関する学科等がある県内の大学や高校等に対し、
学生への説明の機会を得るため働きがけを行うに至った。

○ 取組の内容
令和６年４月から12月の間において、大学８回（学校数５校）、
農業技術大学校１回、高校１回の講義を開催するとともに、大学
のオープンキャンパスにおいて、パネル展示等を実施した。

○ 効果・成果、今後の方向性
講義に参加した学生からは、「環境負荷低減の取り組みや将来
を見据えた活動にこれからも積極的に触れてみたい。」や「農林
水産業の課題が自分達にも大きく関わる問題であると知り、他人
ごとにしてはいけないと感じた。」等の感想が寄せられ、理解醸
成に寄与することが出来た。また、オープンキャンパスに関して
は、翌年度以降もパネル展示等を実施してほしいとの要望を受け
ており、今後も継続した周知活動を実施することとしている。

体制図

講義を熱心に聞く大学生

中国四国農政局

みどり戦略の説明

令和６年度

食の未来を担うＺ世代の大学生・高校生を対象に、講義のほか多様な情報提供を行い、食へ
の意識や行動変容を促すきっかけ作りに取り組んだ。

【その他】

ニッポンフードシフトの説明 オープンキャンパスでの展示
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「第11回農を取りまく情報交流の広場」の開催

広島県拠点

○ 施策分類
その他（フェアプライスプロジェクト、食料・農業・農村基本
法、ニッポンフードシフトほか）

○ きっかけ・背景、課題の把握
円安・国際情勢の影響等により、食品の原材料や生産資材、エ

ネルギー価格が高騰、さらに流通コストが上昇し、農林水産業・
食品産業は深刻な影響を受けている。これにより、行政・JA・農
業者等との意見交換の場において、合理的な価格形成への要望が
出され、特に消費者への理解醸成に取り組んで欲しいとの要望が
多かった。

○ 取組の内容
「農を取りまく情報交流の広場」については、平成25年から実

施しているが、その内容・登壇者について通例化のきらいがあり、
今般から新たな視点によりリニューアルを図ることとした。
このため、３カ月前から「農取り実行チーム」を立ち上げ、次

節に応じたテーマを追求するとともに、司会役となるファシリ
テーターやパネリストの選定を行った。また、Ｚ世代の行動変容
に取り組むため、安田女子大学の学生にパネリストを依頼した。

○ 効果・成果、今後の方向性
 当日の参加者は、会場・オンライン合わせて約80人であった。
参加者からは、「フェアプライスの必要性を感じた」等の感想が
寄せられ、合理的な価格形成の理解醸成に寄与した。今後も時流
にあったテーマでの交流会を実施することとする。

体制図

中国四国農政局令和６年度

食品の合理的な価格形成の必要性について、食料供給に関わる生産者・食品事業者等の生の
声を消費者の方々に知っていただき、広く理解・共感を得ることを目的に取り組んだ。

【その他】

パネルディスカッション 農政局からの情報提供

自由交流 パネル展示
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農業女子プロジェクト等の取組

広島県拠点

○ 施策分類
女性

○ きっかけ・背景、課題の把握
農業女子メンバーとの意見交換で「県内メンバーと交流した
い」と、女性農業者同士のつながりやコミュニティを望む声が多
くあがった。女性同士悩みを相談し情報共有することで、それぞ
れの農業経営発展の一助とする必要があることを実感した。

○ 取組の内容
農女メンバーと令和６年度の活動について意見交換を実施し、
６月「弁当の日イベント・ランチミーティング」、12月「研修
会・交流会」(講演:無印良品 広島アルパーク～地域がつながる
場所～」)、令和７年「情報発信イベント＆マルシェ」開催（準
備中）。並行して本省主催のWeb勉強会視聴を行った。
また、農女メンバーの紹介で12月に広島県畜産協会「ひろしま
畜産女性の会」で講演し、第５次男女共同参画基本計画などの施
策を説明した。

○ 効果・成果、今後の方向性
研修会・交流会等の開催により、農女メンバー同士の交流が図
られた。今後、ひろしま畜産女性の会など他機関への職員参加に
より、広島県内女性農業者のネットワークの構築を目指す。
引き続き、女性農業者の情報共有の場を通じて、農業委員会等
への女性参画の意識を高め、女性登用目標達成の実現を図る。

拠点内における体制と取組を支える
関係者との関係性を図示。

ランチミーティング

取組がイメージ
できるような写
真や図を貼る。

HPへの掲載を前
提として、必要
に応じて関係者
の了解を得てく
ださい。

中国四国農政局

プロジェクトメンバー
交流会

令和６年度

広島県内の農業女子ＰＪメンバー（以下「農女メンバー」) を中心に女性同士のネットワークを
構築することで、女性農業者の活躍推進に繋がる環境を整備

【農地・担い手政策】

体制図
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見える化の推進 ～民の力を活用～

広島県拠点

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略

○ きっかけ・背景、課題の把握
みどり戦略を進めるにあたり、「見える化」は重要な取組。
生産者だけではなく、流通・小売業者に「みどり戦略」を周知
し「見える化」農産物を積極的に取り扱ってもらわなければ、
消費者の理解醸成はもとより、生産者の取組拡大に繋がらない。

○ 取組の内容
消費者の「見える化」の理解醸成に当たっては、身近な売り場

で「見える化」農産物が販売されなければならない。
流通・小売を担う各企業がCO2排出量削減対策等、既に環境に

配慮した取り組みを行っていることに着眼、「見える化」農産
物を取り扱う事による消費者アピールを提案。

○ 効果・成果、今後の方向性
 流通・小売業者へ農産物の環境負荷低減の取組である「見える
化」の協力依頼を行った結果、事業者の理解により、仕入先（生
産者）への周知を行うとともに、全国のグループ店舗において
「見える化」農産物が販売されることになった。
 今後、生産及び流通・小売事業者の理解醸成による相乗効果
により、消費者の理解醸成が図られ、系統出荷等においても多く
の「見える化」農産物が流通することを期待。

体制図

中国四国農政局令和６年度

みどり戦略を流通事業者へ周知し、理解を得た結果、民による「見える化」の取組に成功。

【環境バイオマス】

スーパーマーケット

全農、ＪＡ
卸売市場

生産者

発注発注

消費者

販売（出荷）

仕入 仕入

販売

県拠点

既存の見える
化協力依頼
（生産者、
全農、JA）

新たなみどり戦略周知
（卸売市場、スーパー）

見える化
の周知

見える化
の周知

（見える化の狙い）

【見える化の説明】 【みえるらべる】
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みどり戦略推進チーム(Teamみどり)2年目の挑戦！

山口県拠点

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略

○ きっかけ・背景、課題の把握
県拠点一丸となったみどり戦略推進に向けて、昨年度、山口県
拠点みどり戦略推進チーム(Teamみどり)を結成。前年は、地域の
実態把握をメインに取り組みを行ったが、現場におけるみどり戦
略の認知度は低く、更なる普及・啓発が必要だと実感。

○ 取組の内容
 更なる普及啓発に向けて、３つの独自取組（①大学生と地域が
連携しての野菜づくり、②有機圃場における生物多様性観察、③
生産者、流通・販売業者、消費者との意見交換会）を企画。チー
ム内に３つのグループを作り、主体的・機動的に取り組みを実施。

○ 効果・成果、今後の方向性
上記①の取組みでは、野菜作りを通してZ世代への食と環境に関
する関心を高め、地域交流も深まったほか、②の取組みでは、生
息実態の把握に加え、取組をきっかけに大学農場祭でみどり戦略
の㏚も行うことができた。
 ③の取組みでは、意見交換をきっかけに、参加事業者からの呼
びかけで有機農産物等販売のマルシェ開催が実現（３月）するな
ど、みどり戦略の理解醸成と相互連携の強化につながった。

①Team A
の取組

中国四国農政局令和６年度

前年度結成した、山口県拠点みどり戦略推進チーム(Teamみどり)を継続し、取組をステップアップ。
６年度は、新たに３つの拠点独自取組みを企画し、様々な角度から施策推進にチャレンジ。

【環境バイオマス】

②Team B
の取組

体制図

③Team K
 の取組
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他省庁と連携し農作業中における熱中症予防対策の呼びかけを実施

山口県拠点

○ 施策分類

農作業安全

○ きっかけ・背景、課題の把握

山口県では、令和２年から令和４年までの間は農作業中の死亡者は
発生していなかったが、令和５年に全国の約１割を占める３人の死亡
者が発生。そのうち、20歳代の男性作業員が、野外で草刈り作業中に
熱中症の疑いで死亡するという労働災害が発生したことから、令和６
年の予防対策について山口労働局と意見交換を実施。

○ 取組の内容

建設業等の協力団体に対してはこれまで労働局から要請が行われて
いるが、農業関係について、労働局と農林水産省が連携して取り組む
ことで、より効果的であると考えられたことから、山口労働局長と中
国四国農政局山口県拠点地方参事官との連名による公文書を発出し、
農作業に従事する企業等を傘下に有する団体に対し、熱中症予防対策
の要請を行った。

○ 効果・成果、今後の方向性

連名での協力依頼により、農業関係機関等に対して、例年に増して熱
中症予防対策に留意してもらえるよう、意識付けを図ることができた。
今後は、山口労働局主催で開催する一般向けの熱中症予防対策セミ

ナー等の場を活用して、農林水産省作成のチラシを紹介してもらうな
ど、幅広く連携して取り組んでいきたい。
また、熱中症予防対策以外でも、その他の省庁等と連携して取り組め

る事案があれば、繋がりを深め推進を図っていきたい。

体制図

連名の要請文書

山口県拠点地方参事官
山口労働局長

中国四国農政局

熱中症予防チラシ

真中：農林水産省
左右：厚生労働省

令和６年度

山口労働局と連携し、暑さが本格化する前に行われる様々な研修等において、農作業中の熱中症予防
対策の徹底を呼び掛けた。他業種との連携による周知の実現により、双方win-winな取組が実現。

【生産振興・技術対策】

山口県農業協同組合

山
口
県
拠
点

山
口
労
働
局

山口県農業法人協会

農業関係者等に幅広く周知

連名要請
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消費者（大学生）と有機農業者とのパネルディスカッション

徳島県拠点

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略

○ きっかけ・背景、課題の把握
将来社会を担っていく若い世代を対象に、正しい知識に基づいた有機

農業を理解してもらうことを目的に消費者庁新未来創造戦略本部と連携
し、エシカル消費の観点で消費者（大学生）と有機農業者とのパネル
ディスカッションを立案。
また、「みどりの食料システム戦略」については、徳島市立図書館に

おいてパネルを展示し、幅広く消費者に周知することを計画。

○ 取組の内容
１ 消費者（大学生）と有機農業者とのパネルディスカッションを開催
   消費者庁新未来創造戦略本部と連携し「有機農業」について考え
てみませんか？～つくる人の思い、食べる人の思い～」をテーマに
パネルディスカッションを実施。

２ 徳島市立図書館でのパネル展示
    令和６年12月２日～13日の間、有機農業及び有機農産物に関する
 パネル展示を実施するとともに、パンフレット等を提供。図書館の
御協力により、有機農業に関する書籍展示コーナーも設置。

○ 効果・成果、今後の方向性
消費者（大学生）には、有機農業者とのパネルディスカッションを

通じて、有機農産物を購入することもエシカル消費であることを認識し、
有機農業を支える一助になることを理解してもらえた。
今後は、幅広く消費者に有機農業への理解を促す機会を設ける予定。

体制図

パネルディスカッションの様子

取組がイメージ
できるような写
真や図を貼る。

HPへの掲載を前
提として、必要
に応じて関係者
の了解を得てく
ださい。

中国四国農政局

徳島市立図書館での
パネル展示の様子

令和６年度

○「みどりの食料システム戦略」における「2050年までに有機農業の面積割合を25％（100万ha）に拡大」の目標実現に
は、生産現場での取組のほか、それを支える消費者の理解や協力が不可欠であることから、将来社会を担っていく
若い世代の消費者と有機農業者とのパネルディスカッションを実施。

【環境バイオマス】

徳島県拠点
消費者庁

新未来創造
戦略本部

徳島市立図書館

有機農業者四国大学

連携

パネルディスカッション

パネル展示
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環境にやさしい農業への理解促進に向けたセミナーを企画・開催

香川県拠点

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略

○ きっかけ・背景、課題の把握
有機農業の取組拡大のためには、生産振興のみならず、出口戦略とし

て消費者の購買意欲の向上及び購買機会の拡大を図ることにより需要を
促進し、生産現場へ反映する好循環を生み出すことが重要と考えた。

「有機の日」に合わせたイベントの検討にあたり、より幅広い参加者
による情報共有を図るため、香川県に共催での開催を呼び掛けた。

○ 取組の内容
本セミナーでは、香川県からの情報提供、オンライン直売所「食べ

チョク」代表（㈱ビビットガーデン：秋元氏）による基調講演の後、パ
ネルディスカッションにおいて「環境にやさしい農業への理解を広げる
ために私たちができること」をテーマに、生産、流通、販売及び購入の
各段階における課題や効果的な事例について情報提供及び意見交換を行
い、気付きの場を提供することにより、参加者の理解促進を図った。

また、会場内では「見える化」取組農業者の農産物をはじめ環境にや
さしい栽培方法で生産された農産物や有機農業に関するパネル等を展示。

○ 効果・成果、今後の方向性
本セミナーには、生産者や消費者、流通・販売事業者など97名の来場

があり好評であった。また、本セミナーの概要を中国四国農政局のホー
ムページに掲載し紹介を行った。

今後も、生産者の意見・要望の把握と並行して有機農産物等に対する
消費者の購買意欲の向上や購買機会の拡大に向け、目に見える形で情報
提供を実施していく予定。

体制図

基調講演

中国四国農政局

パネルディスカッション

令和６年度

有機農業など環境にやさしい農業への消費者理解の醸成を図り、付加価値を訴求するため、
「環境にやさしい農業推進セミナー2024」を企画し、香川県と共催で開催。（2024.12.6）

【環境バイオマス】

香川県拠点 香川県

環境にやさしい農業推進
セミナー2024

共催で開催

有機農産物等展示会場 展示農産物
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女性農業者グループの交流の場をプロデュース

香川県拠点

○ 施策分類
女性

○ きっかけ・背景、課題の把握
 香川県では農業改良普及センターのエリアごとに女性農業者グ
ループが設立されており、それぞれが研修会の開催や消費者交流
等の活動を実施。香川県拠点は、これら４つのグループが一堂に
会する交流の機会を提供することで、活動情報や意見交換を通じ
てグループ相互のつながりを深め、活動を広げていただくことを
目的に、交流会を企画した。

○ 取組の内容
 各農業改良普及センター担当者及び各グループの会長等を訪問
し、交流会開催に向けた協力の要請と意見要望について聞き取り
を行った。出席者に対しては事前にアンケートを実施し、経営に
おける課題や他グループへの質問について取りまとめた上で、交
流会における意見交換の論点とした。また「香川県の特性を生か
した農業」をテーマに外部講師による情報提供を行った。

○ 効果・成果、今後の方向性
 出席者からは「農業者のいろいろな意見が聞けて勉強になっ
た」「講師の話が面白くとても参考になった」「もっと多くの方
に参加して欲しい」といった感想が寄せられた。今後はグループ
以外の女性農業者も対象に、気軽に参加できる交流会を定期的に
開催することで農業女子間のネットワークづくりを手助けしたい。

体制図

取組がイメージ
できるような写
真や図を貼る。

交流会の出席
者の皆さん

中国四国農政局令和６年度

令和６年11月８日、香川県内の女性農業者４グループに呼びかけ、グループ相互のつながり
を深める場として交流会を開催。

【農地・担い手対策】

講師を交えた情報
交換の様子
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BUZZ MAFFを活用して米粉食品をＰＲ！

愛媛県拠点

○ 施策分類
米政策

○ きっかけ・背景、課題の把握
輸入小麦価格高騰や特性の理解が進んだことなどにより米粉食品ブー

ム再燃の兆しがある中、県内では米粉用米の契約状況が振るわない状況
であることから、元消費拡大担当者がBUZZ MAFFでのPRを企画した。

○ 取組の内容
米粉消費拡大の呼び水となることを目途に、第１次ブームからの米粉

パン専門店や、学校跡地で米粉パンの製造・移動販売、地産地消カフェ
を行っている法人、米を給餌した黄身の白い鶏卵を使って作ったケーキ
など、特徴的な店舗を突撃取材して動画でPRを行った。
 また、専門的な知見が必要な際には中国四国農政局本局及び農林水産
本省の担当部局に協力を仰ぐとともに、動画内で本局がホームページ
で公開している中国四国米粉食品販売店マップのPRを行った。
過去に食育イベントで被り物作成の経験がある者がいたため、「被り

物で取材」というコンセプトとしたが、実際に被ってみると、視界の悪
さやアフレコの調整で苦労したものの、取材先の反応は良かった。

○ 効果・成果、今後の方向性
視聴数は伸び悩んだものの、普段付き合いの少ない業種の方と意見交

換ができる貴重な機会となったので、このつながりを生かしていきたい。
BUZZ MAFFの経験を今回の参加者だけに留めず、県拠点内で伝達研修

を行い、要因分析結果や動画編集手法の共有を行った。

体制図

終了後は伝達
研修を実施

中国四国農政局令和６年度

職員がおにぎりやアボカドなどの被り物を被り、県内の特徴的な米粉食品販売店を突撃取材。
JA組合長や養鶏業者まで巻き込んで、米粉消費拡大の喚起を図った。

【生産振興・技術対策】

愛媛県
拠点

取材対象

本省

本局

企画調整室
生産振興課

畜水産安全管理課

その他法人

米粉パン
専門店

たまご屋
ケーキ屋

道の駅
ＪＡ

移動販売車

「愛媛の米粉 探し隊②あすも ～こんな
所に米粉パンが！？」
写真をクリックすると動画が見られます
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あらゆる媒体を活用した多角的な広報戦略を企画・実践

高知県拠点

○ 施策分類
その他（広報）

○ きっかけ・背景、課題の把握
・「今こそ農政、農業・農村の現状を多くの人に知ってほしい」をスローガ
ンに、この農政の大転換期において、これまでの広報手法だけでは限界・不
十分との認識のもと広報戦略の強化を目的として「広報戦略プロジェクト
チーム」（以下、「ＰＴ」という。）を組織。

・ＰＴを組織するにあたり、拠点内横断的に人員を招集することで、従来か
らの広報の刷新、新たな広報手法の実施に取組む。

○ 取組の内容
 ・県拠点のＨＰをより見やすく、興味を持ってもらえるようにレイアウト変

更。農業者等との意見交換はフォトレポートを作成することで紹介。
・新たにＢＵＺＺＭＡＦＦの発信に取組む。グループ名を「高知を愛しちゅ
う」とし、高知の魅力を土佐弁で配信。高知県内の関係者とコラボした作品
も作成し、県拠点の存在の認知について横への広がりを見せている。

・ＨＰ閲覧数の増加を目的とし、名刺に拠点ＨＰのＱＲコード（裏面にはＢ
ＵＺＺＭＡＦＦのＱＲコード）を印刷し拠点ＨＰへの誘導強化。

○ 効果・成果、今後の方向性
・名刺へＱＲコードの印刷をし、職員がスポークスマンとなってアピールし
たこと、フォトレポートの充実によりアクセス数が増加。

・ＢＵＺＺＭＡＦＦ発信は、視聴者増という目標を持ち、伝えたいこと、農
政のねらいや地域農業について考える機会となった。また、動画製作という
通常業務では生じえない業務に携わることにより職員の参加意識の増加、職
員間の活発な意見交換、職員のスキルアップにつながった。

体制図

中国四国農政局令和６年度

あらゆる媒体を活用した多角的な広報戦略を企画・実践することで重点施策や高知県農業・農村
の魅力を広く発信・ＰＲし高知県拠点のプレゼンスの向上を図る。

【その他】

←レイアウトを
変更した
拠点HP。

ちゅうちゅうＮＥＷＳ第１
回「ちゅうちゅうＮＥＷＳ、
始まる。」
写真をクリックすると動
画が見られます
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「こうち輸出支援策ガイドブック」の発行

高知県拠点

○ 施策分類
輸出促進

○ きっかけ・背景、課題の把握
・令和４年１０月に高知県拠点が事務局となり「こうち農林水産
物等輸出促進連絡会」を発足。令和６年１２月までに１０回の連
絡会を開催している。

・令和６年４月に高知県拠点の提案により独自の取組として、各
関係機関が持つ支援策を一つにまとめ、高知県内で輸出を目指す
事業者等へワンストップで提案できるようガイドブックを作成。

○ 取組の内容
・事業者が容易に入手・活用できるよう、ガイドブックを高知県
拠点ホームページに掲載したほか、県下の自治体、高知県商工会
議所連合会及び商工会連合会を通じて県内33商工会等へも配布し、
ガイドブックの活用推進に取り組んでいる。

・輸出を考えている事業者が、ガイドブックの活用により、ワン
ストップで対応できるようになり利便性が高まった。

○ 効果・成果、今後の方向性
・ガイドブックを提供した多くの事業者から好評を博しているほ
か、ガイドブックを端緒に事業活用に至る事例も生まれている。
発行後、本ガイドブックによる支援（ＧＦＰ登録含む）を受けた
者は８件（５件調整中）。

体制図

こうち輸出支援策
ガイドブック

中国四国農政局

輸出促進連絡会の様子

令和６年度 【輸出・国際】

高知県内の輸出に関する関係機関の支援策を一つにまとめた「こうち輸出支援策ガイドブック～海外展開を目指す
方へ～」を発行し、県産農林水産物や食品の輸出拡大の促進に貢献。

輸出を目指す事業者

情報
共有

高知県 輸出促進連絡会

高知輸出支援策ガイドブック
支援策をワンストップで提案

取組内容

日本政策
金融公庫

高松
国税局

ジェトロ

高知県
拠点
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みどりの食料システム戦略の政策の推進に向けた取組

高知県拠点

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略

○ きっかけ・背景、課題の把握
・「みどりの食料システム戦略」の推進に向け、広く各種施策へ
の関心と理解を深めるため、「高知県拠点みどり戦略推進タスク
フォース」（以下、ＴＦ）を組織し、地方参事官室の枠組を超え
て、柔軟で幅広いアイデアと人員を配置し、政策担当者だけでは
実現できない取組を実施。

○ 取組の内容
・自治体やＪＡ等休日開催の農業祭・産業祭及びオーガニック
 フェスタ等多くの人が集まる各種イベントにおけるパネル展示、
 チラシ配布（みどりのＰＲ及び主に子供対象の独自キャラを用い
 たぬり絵、ＢＵＺＺ ＭＡＦＦのＰＲ）、動画配信、精米体験。
・県内大型図書館への農政局展示に併せた共有スペースへのパネ
 ル展示及びチラシ配布、公共施設へのポスター・チラシ等掲示。
・拠点職員（+農政局）による「みえるらべるダンス」の動画配信。
・消費者向け「環境に配慮した農作物取扱店マップ」のＨＰ掲載。
・県内有機農産物の生産・消費拡大に向けた枠予算の活用。

○ 効果・成果、今後の方向性
・ＴＦの打ち合わせ、イベントへの参加により施策に対する意識
向上と共に知識の習得に資して、担当業務への取組姿勢が積極的
かつ協力的なものとなったことから今後とも引続き継続する方針。

中国四国農政局令和６年度

「高知県拠点みどり戦略推進タスクフォース」を組織し、「みどりの食料システム戦略」の各
種施策への関心を高める取組を行うため効果的な周知の手法やＰＲ活動を実施

【環境バイオマス】

体制図

令
和
６
年
度

タ
ス
ク
フ
ォ
ー
ス
の
取
組
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クロスコンプライアンスの生産者等への周知活動

福岡県拠点

○ 施策分類
＜みどりの食料システム戦略＞
クロスコンプライアンスの生産者等への周知を図る。

○ きっかけ・背景、課題の把握
 令和６年６月に、当省のみどり戦略グループから、全国の地域拠点
に対し環境負荷低減のクロスコンプライアンス（みどりチェック）に
ついて指示があり、地域拠点において市町村、ＪＡの協力を得て生産
者の方々にしっかり伝え理解していただくようにとのことであった。

○ 取組の内容
 管内全ての市町村、ＪＡに趣旨説明を行うとともに、生産者へクロ
スコンプライアンスの意義・必要性を広く周知するために最も有効な
手段として、ＪＡ組合員等へ配布されているＪＡ広報誌等へ掲載依頼
を６月下旬から７月中旬にかけて行った。
 具体的な依頼については、メール、電話及び対面により行い、広報
誌誌面の広さを考慮し、数種類の原稿を作成し依頼時に提供すること
で対応しやすくした。

○ 効果・成果、今後の方向性
 管内20ＪＡ全てに依頼を行い、掲載時期の違いはあったものの、14
ＪＡの広報誌等へ掲載された。
 また、「見える化」の周知活動としてＪＡ販売所及び道の駅等を訪
問した際、併せて出荷者に対してチラシの配布依頼を行った。
 今後は、生産者が集まる研修会等において周知を行うなど、引き続
き生産現場まで行き届く取組を行う。

体制図

JA福岡市広報誌「Jam１月号」

九州農政局令和６年度

環境負荷低減のクロスコンプライアンス（みどりチェック）の意義・必要性が、全ての
生産者までしっかり伝わるようＪＡ広報誌等に掲載を依頼し、20ＪＡ中、14ＪＡで掲載

【環境バイオマス】

福岡県
拠点

JA福岡中央会
JAふくれん

情報共有

県内14ＪＡの広報誌等へ掲載

福岡県内20ＪＡへ
趣旨説明・掲載依頼

働きかけ

「見える化」「みどり認定」の周知と併せて
ＪＡ直売所、道の駅出荷者等へ周知

福岡県

市町村へ趣旨説明、
生産者への周知依頼
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福岡県との連携による、拠点職員向け「県単独事業研修会」を開催

福岡県拠点

○ 施策分類
  予算全般、その他

○ きっかけ・背景、課題の把握
   福岡県農業の推進にあたり、日頃から関係機関及び農業者等に対

し、農林水産関連施策の内容説明を行っているが、国の農林水産関

連施策だけでなく、福岡県が単独で行う事業内容も併せて農業者等

に周知できれば、より質の高い情報提供が可能となることから、本

研修会を開催。

○ 取組の内容
研修会の趣旨を県に説明後、研修内容、開催時期等を対面で打ち

合わせ。研修内容については、福岡県農業の概要をはじめ、予算編

成スケジュールや農業施策の方向性、また農業者に人気の事業や地

域の課題解決に不可欠な事業などについて重点的に説明を受けた。

研修後は質問時間を十分に取り、県単独事業への理解を深めた。

○ 効果・成果、今後の方向性
これまで、県の単独事業に関する知識はほとんどなかったが、研

修を受けたことで、県の農業施策の方向性や国の施策との違いなど

について理解でき、今後の農業者等との意見交換がより充実したも

のになることが期待される。今後は、福岡県農業のさらなる推進に

寄与するため、研修の機会を毎年設け、拠点職員のスキルアップを

目指す。

体制図

福岡県職員による研修会

九州農政局

研修会で質問する拠点職員

令和６年度

福岡県職員から県拠点職員へ向けた、農業関連「福岡県単独事業研修会」を企画・実施。
福岡県農業を効果的に推進するため、拠点職員のスキルアップを目指す！

【その他】

福岡県

農業者等

連携

・施策説明
・課題収集

福岡県拠点

国、県事業
に関する
問合せ等

研修会 連携
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「結ぶプロジェクト」 拠点の持つつながりを活かし仲介機能を発揮

佐賀県拠点

○ 施策分類
 担い手

○ きっかけ・背景、課題の把握
農業者からの前向きな発案及びそれに呼応する農業者の声がきっかけとなった。農業

者の意欲的取組における課題に対し、拠点が仲介・伴走支援する。主な事例は２点。
① 「高付加価値農産物を生産し、販売面も工夫する農業者で集まり座談会をしたい」
という農業者からの要望。農業者が新たな取組に臨むに当たり、他農業者の体験談が
大いに参考になること、農業者間のつながりが取組の後押しになることを認識した。

② 「耕種農家へ青刈りとうもろこしを軸とした連携を呼びかけたい。行政の設けた場
であると効果的であり、機会をいただきたい」という畜産農家からの要望。行政の仲
立ちにより、農業の発展に寄与する農業者間の結びつきが円滑化することを認識した。

○ 取組の内容
①  趣旨に適う農業者に座談会参加を打診し快諾され、また、拠点の仲介に対する評価  
と、取組の拡大を望む声が聞かれた。

② 「佐賀県大規模農業者と佐賀県拠点との意見交換会」において、畜産農家から耕種
農家へ説明と協力要請の場を設置。双方との意見交換により情報収集、仲介を進めた。

・  農業者への仲介機能の発揮こそが拠点の強みを活かす伴走支援と定義し、拠点全体   
の取組とすべくプロジェクト化。ワーキングチームを発足し班を横断し効果的連携。

○ 効果・成果、今後の方向性
① ２月に「高付加価値農産物の適価販売に係る座談会」を実施。地域、作目、販売面
の工夫に広がりのある気鋭の農業者が参集。相乗効果、今後の広がりが期待される。

②  耕種農家と畜産農家で新たな結びつきが生まれ、青刈りとうもろこしを軸とした耕
畜連携に具体的な前進が見られた。

・  意見交換履歴、対応記録の蓄積をより有効に活用する方向性を模索し、また、市町
村域、県域を越えた連携が可能な行政機関という特性を活かした発展的取組を目指す。

体制図

②大手耕種農家に対し、酪農家から青刈りと
うもろこしに関して状況と協力の呼びかけ

九州農政局令和６年度

農業者と農業者等を結び、農業者発の意欲的な取組の結実に伴走する。
「現場と農政を結ぶ業務」を活かした発展的業務を日頃より模索。

【農地・担い手対策】

農業者発の前向きな取組を拠点が仲介

農業者 農業者等

拠点

① 特色ある農業等に取組む農業者の
座談会、自由度高く様々な意見を交換
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Z世代のみどり戦略勉強会の実践を生産者等とのマッチングでサポート

長崎県拠点

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略、地産地消、食育

○ きっかけ・背景、課題の把握
   長崎女子短期大学及び活水女子大学から、それぞれ従来から取り

組んでいるイベント等での食に関する出展に際し、みどり戦略の勉
強会の成果となるよう、食材調達等について県拠点にサポートを求
められた。

○ 取組の内容
     長崎女子短期大学ではクッキーの米粉を、活水女子大学では学園

祭でのランチ食材の調達について、県拠点がこれまでに様々な交流
で把握した生産者、事業者、自治体等をマッチングした。

○ 効果・成果、今後の方向性
     長崎女子短期大学では自然循環型農業を進める自治体と連携し、

そこで作られた米粉のクッキーをオーガニックマルシェで販売した。   
活水女子大学では長崎県の農産物等の地産地消はもとより、環境

負荷低減の取り組みで生産された根菜類、しょうが、ソーセージ等
を使用したランチを学園祭で提供した。

   大学側は、従来の取組がみどり戦略に沿った深みのあるものに
なったことと生産者等との直接の結びつきができ、地域と連携した
新たな取組を期待している。一方、生産者等は、教育機関に対する
食材提供を通して生産現場の思いを伝えることができたことを非常
に喜んでいた。

双方とも今後の継続を望んでいるためサポートしていきたい。

体制図

長崎女子短期大学

九州農政局

活水女子大学

令和６年度

Z世代が食料システムの関係者と交流する勉強会を実施し、その後のイベントや学園祭での出展に
際して、環境負荷低減や地産地消に配慮した取り組みとなるよう、生産者等とマッチング。

【環境バイオマス】

大学、短大

環境負荷低減
取組生産者等

イベント・学園祭出展

県拠点

みどり戦略実践編

食材販売

全農パール
ライス

ＪＡ 生産者

みどり戦略勉強編

マッチング

勉強編

実践編
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食料システムチーム＋行政チームで、みえるらべる商品の販売促進

長崎県拠点

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略、農政の方向性

○ きっかけ・背景、課題の把握
みえるらべるの取組拡大に向け、生産者の掘り起こしを行う中、

積極的な意思を示した生産者グループに対して、農林水産本省・
九州農政局本局（どちらもオンライン）、県、市と連携して説明
会を実施。ラベル貼付商品をその意義とともに消費者まで届ける
ためには、生産者、加工業者、卸売業者、小売店（本社長崎県）
という食料システム全体への働きかけが必要であることを互いの
共通認識となるよう取り組むことにした。

○ 取組の内容
 生産者、その出荷先である加工業者、卸売業者、小売店が一堂
 に会した中、県、九州農政局本局と連携してみえるらべるの趣旨
説明。その後、店頭で消費者に対してみえるらべるの説明が実施
できるよう小売店の店舗主任への勉強会を実施。

○ 効果・成果、今後の方向性
生産者及び事業者には、みえるらべる商品の販売が、今後の営

業戦略としても効果的と捉えていただいた。また、小売店では長
崎県、佐賀県の５４店舗で販促ポップ掲示とともに販売を開始。

今後、みえるらべるの品目拡大に向けて、新たに取り組む生産
者の掘り起こしと事業者の拡大、消費者への働きかけをその品目
に関わる関係者チームで推進していく。

体制図

生産者グループ
への説明会

九州農政局

小売店、卸売業者、
加工業者への説明

令和６年度

みえるらべるのカット野菜を販売するにあたり、生産者、加工業者、卸業者、小売店すべてに行
政で周知活動を行って、ともに消費者への販売促進を行うことを意思統一。

【環境バイオマス】

消 費 者

小 売 店

加工業者

生 産 者

卸売業者
九 州 局

長 崎 県

県 拠 点

店舗での販売店舗主任会議での説明

食料システム
チーム 行政チーム
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女性農業者交流会で農福連携を身近なものに

長崎県拠点

○ 施策分類
女性、農福連携、地産地消

○ きっかけ・背景、課題の把握
令和５年度に開催した女性農業者交流会で行ったアンケートの
課題に「労働力不足」があったため、解決の一助として「農福連
携」をテーマに設定。

○ 取組の内容
・交流会に参加する女性は、農業者だけでなく、農業・福祉関連
に携わっている女性まで幅広く参加を呼び掛けた。

・開催に当たって、県、市及び関連団体の農業部門、福祉部門な
どに協力を得た。また、社会福祉法人等の要望も取り入れた。

・交流会においては、福祉側と農業者側のそれぞれの講師から農
福連携の優良事例等を紹介。その後、参加者によるグループディ
スカッションを実施し、取組む際の課題等について、講師と活発
な意見交換を行った。また、社会福祉法人が運営するレストラン
で働く障害者と交流を深めてもらうため、ランチミーティングを
実施。ランチは、地元食材のスペシャルメニューを提供。

○ 効果・成果、今後の方向性
参加者から、「それぞれの立場がわかった」や「もう少し勉強
したい」など全員から前向きな感想が寄せられた。県拠点は、女
性農業者の声をもとにテーマ設定を行い、今後も交流会を継続し
ていく。

障害者が働くレストラン
でランチミーティング

九州農政局

福祉、農業者それぞれの立場がわかった

令和６年度

女性の活躍推進や交流を目的に開催している女性農業者交流会において、農福連携の理解を深め
てもらう取組。

アンケート結果 19人回答（複数回答可）

相談窓口がわかってよかった、ほか

もう少し勉強したい

6人

12人

15人

福祉側：大村ノウフクネット
ワーク相川講師（長崎県）

農業者側：笠間農園笠間講師
（石川県・オンライン）

グループディスカッション 県・市職員等も参加

当日の参加者

【農地・担い手対策、農村振興】
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産・学・官で連携し、長崎大学経済学部生と食・農のグループワーク

長崎県拠点

○ 施策分類
農政の方向性、環境、消費者対策

○ きっかけ・背景、課題の把握
長崎大学においてはプラネタリーヘルス（地球の健康）に資す

る人材輩出を目標としており、入学早々に関係する講義を受けて
いるが、その後環境問題に関するシラバスがない。一方、県拠点
は、食と農を専攻する学校以外のZ世代への働きかけが課題。

○ 取組の内容
大学側からの、学生に対して一方通行にならないよう、生産現

場の声を直接聞く機会を提供し、農業経営について考えるきっか
け作りをしてほしいとの要望を受けて、2人の農業女子PJメンバー
が、畜産、果樹経営について講演し、販売戦略等のアイデアを学
生から募集。また、九州農政局から基本法等に関する情報を提供。

○ 効果・成果、今後の方向性
食・農専攻以外の教育機関のシラバスで、食・農について講演

等実施したのは、九州農政局管内で初めて。
「産（2人の生産者）」は、学生目線の意見を聞くことができ、

自らの経営戦略にも活かされると今後の継続を希望しており
「学（大学）」は、継続実施と農業現場でのフィールドワークの
支援を要望している。「官（農政局）」としては、学生から食・
農に関する意見を聞くことができ、学生からは生産者側の経営戦
略を知るきっかけ作りとなった等の意見が得られた。

九州農政局令和６年度

大学側からの「生産現場の生の声を学生たちに聞かせてほしい」という要望を受け、農業経営に
おける課題解決方法、販売戦略等のアイデアを生産者が直接学生から募集する講義を実施。

【環境バイオマス】

体制図

女性農業者

長崎大学

長崎県拠点

九州農政局

長崎大学経済学部生

産

学

官

141名、30グループのディス
カッションは壮観でした多彩なスピーカー

産・学・官チーム
ディスカッションには
講師も参加
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熊本県における耕畜連携に向けた取組支援

熊本県拠点

○ 施策分類
環境バイオマス・みどりの食料システム戦略、畜産・耕畜連携

○ きっかけ・背景、課題の把握
• 飼料・肥料原料等の輸入生産資材の価格高騰が続く中、国内資源

の有効活用を進める耕畜連携は、重要な取組の一つとなっている。
特に、熊本県では世界的大手半導体企業の進出もあり、県内畜産
の主要地域への経営に大きな影響を及ぼすことが懸念されており、
課題解決に向けた耕畜連携を推進する取組みを行うこととした。

○ 取組の内容
• 熊本県と日本政策金融公庫及び局内関係課の協力により、昨年度

から引き続いて第２回情報連絡会を開催し、現場の状況や支援策
等に関する情報・意見交換を実施。（６月１１日）
※第１回情報連絡会 令和６年１月２９日

• 「令和６年度熊本県における耕畜連携公開セミナー」オンライン
開催。全国各地から１５２名参加。（８月７日）

○ 効果・成果、今後の方向性
• セミナーでは、熊本県拠点及び関係団体等の各講師から、耕畜連

携に関する情報提供・取組事例等の説明（生産指導、種子開発、
堆肥利用、マッチング）を受け、それぞれの取組を共有し広域流
通に向けた機運醸成と取組拡大にむけて意見交換を行った。引き
続き熊本県が進めている耕畜連携の取組について、関係機関と連
携を図り取組みの支援を進める。

支援内容

第２回情報交換会

九州農政局

令和６年度熊本県における
耕畜連携公開セミナー

令和６年度

生産資材高騰の影響を受けて、地域での営農継続に向けた活動を主体的に進めている熊本
県に対して、飼料・堆肥の広域流通の推進を図るため、九州農政局及び日本政策金融公庫
（熊本支店）が連携して側面的支援を行い県域レベルでの耕畜連携の取組拡大を推進。

熊本県

県拠点

日本政策
金融公庫

協力

支援

連携

支援

局内関係課

協力連携

九州農政局

【環境バイオマス】【畜産】

関係団体の講師による耕畜連携に関する情報提供・取組事例紹介
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WEB意見交換

「棚田地域をつなぐ意見交換会」を開催

熊本県拠点

○ 施策分類
農村振興、棚田地域振興関係

○ きっかけ・背景、課題の把握
• 山都町との意見交換を計画する際に、山都町農村振興課から紹

介を受け峰棚田と意見交換。
• 峰棚田地域の現状と課題（生産条件が厳しい、収量が少なく加

えて単作で交付金が受けられず所得が低い、労働力不足等）を
把握し、課題の解決に向けて、県拠点とも交流があり、田植え
など多くのイベントに活発に取り組んでいる松谷棚田と情報交
換することとなった。

○ 取組の内容
• 意見交換に向け、峰棚田の課題等や松谷棚田からの提案等につ

いて事前の打ち合わせを行う。（７月～８月）
• 峰棚田、松谷棚田と熊本県拠点をWEB（Teams）で結び、意見交

換を開催。（９月１２日）

○ 効果・成果、今後の方向性
• 九州農政局農村振興部から、棚田地域の振興及び中山間地域等

直接支払制度の情報提供を行い、課題の解決に向けた活発な意
見交換が行われ峰棚田からは、「参考となる意見を多数いただ
けた。」との感想があった。

• 今後は、他の棚田地域を含めた意見交換を企画し、棚田振興を
支援するための取組を進める。

支援内容

九州農政局

メイン画面（Teams）

令和６年度

「日本の棚田百選」松谷棚田（田舎の体験交流館さんがうら）と「つなぐ棚田遺産」峰棚
田（峰中山間地集落協定）との棚田振興に向けた取組みや、棚田保全の課題、運営等につい
て意見交換を行い、取組推進や課題解決に向けた取組を実施。

松谷棚田 峰棚田

情報提供

九州農政局内関係課・熊本県拠点

相談
依頼

連携

【農村振興】

県拠点会場

松谷棚田会場 峰棚田会場
意見交換会

情報共有

課題
運営等

課題
運営等

開催提案開催提案
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インフルエンサーと連携した「みどり戦略」の理解醸成活動

大分県拠点

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略

○ 課題の把握
    大分県拠点ではこれまで勉強会を軸にみどり戦略の普及・啓発

で理解促進と行動変容を目指してきたが、関係機関や関心のある
者の参加により毎回盛況である反面、幅広な周知が図れていると
は言い難く、行政からの発信では届きにくい層への普及が課題で
あった。

○ 取組の内容
SNSの影響力に着目し、自身がSNS発信を行う農業者である４組
６名を“おおいた「みどり戦略」オフィシャルインフルエン
サー”に委嘱。それぞれのツールを使った情報発信で「みどり戦
略」の理解促進に向けた周知活動への協力を依頼。

○ 効果・成果、今後の方向性
委嘱式をマスコミ５社が報道。NHKニュースや地元新聞でも掲載。
インフルエンサーは農作業等で忙しい中、無償であるにも関わら
ず、投稿やイベント参加など意欲的に活動。令和７年１月末現在、
投稿数はYouTube38件、Instagram31件。視聴数は約8.9万回以上。
視聴者からは様々な気づきや意見が寄せられており、「みどり戦
略」を知らない人達の「知るきっかけ」に寄与している。
インフルエンサー活動には期待が高く、来年度も協力を依頼予
定。特に、Z世代の行動変容に向けたコンテンツの充実が課題。

九州農政局

SNSでの発信の様子

令和６年度

インフルエンサー（農業者）と連携した活動で、調達、生産、加工・流通、消費の各段階におけ
る多様な者への「みどり戦略」に対する理解促進と行動変容を目指す

【環境バイオマス】

体制図
（イメージ図）

マスコミ報道の紹介

SNS発信

大分県拠点 おおいた「みどり戦略」
オフィシャルインフルエンサー

視聴者

協力依頼

【1月23日今日新聞掲載】【5月31日NHKニュースでの報道】
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延岡市「一日農林水産省」を開催

宮崎県拠点

○ 施策分類
その他（その他）

○ きっかけ・背景
延岡市長から「市内の農業者等から、国に対し意見や要望、現

状等を直接伝えることで、今後の地域農政の活性化に繋がる」と
強い要望を受けて開催。

○ 取組の内容
開催まで、市担当者と対面打合わせを３回実施して準備を進め、

開催案内や参加者募集は、市SNSやLINE、広報紙等を活用。開催間
近に県内で家畜伝染病対策のため開催が危ぶまれたものの、関係
機関の協力により防疫対策を実施し、延べ約90名が参加。

意見交換会は２部形式で行い、前半を全体会として、「改正食
料・農業・農村基本法及びみどりの食料システム戦略」を県拠点
から説明。

後半は分科会として、農産園芸と畜産の部門に分かれ、施策動
向等について情報提供を行い、農業者等と活発な意見交換を行っ
た。

○ 効果・成果、今後の方向性
開催後のアンケートでは、「次回開催時も参加したい」と８割

を超える参加者から回答があった。一方で、参加者発言の機会
（時間）を増やして欲しいなどの意見もあり、時間的配分を含め
た開催方法の見直し等の課題も見えた。

体制図

九州農政局令和６年度

令和６年11月19日、国の最新の施策・動向等に関する情報提供を行うとともに、市内の農業者
等との意見交換の場を設け、現場と国の農政を結ぶ機会として「一日農林水産省」を開催。

【その他】

宮崎県拠点

全体会

分科会

意見・要望

農業者、市民等

施策等説明

延岡市共
催

農産園芸分科会 畜産分科会
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宮崎県内報道機関との懇談会を２年ぶりに開催

宮崎県拠点

○ 施策分類
 広報

○ きっかけ・背景、課題の把握
 県拠点の広報活動を強化するためには、報道機関との良好な関

係を構築し、タイムリーな情報提供を行うことが重要。
 本年度は改正食料・農業・農村基本法が６月に施行されるなど

農政の大きな転換時期であることから、新たな施策を中心に情報
提供し、意見交換を行う勉強会形式で開催（令和6年12月17日）。

○ 取組の内容
 県拠点からの情報提供の内容については、事前にアンケートを

実施。アンケート結果を踏まえ、①改正基本法のポイント、②み
どり戦略、③スマート農業技術の活用状況、④輸出に関する取組、
⑤鳥獣対策・ジビエの取組、⑥宮崎農業のすがた（統計データ）
を情報提供。

○ 効果・成果、今後の方向性
 意見交換では、各報道機関より活発な質問等があった。懇談会

終了後のアンケートには「顔を合わせる関係ができた」、「県内
の実情が理解できた」など今後の広報につながる前向きな意見が
あった。

 今後も報道機関との良好な関係を継続し、新聞記事やニュース
に取り上げられるよう積極的な情報提供の発信を行う。

体制図

九州農政局令和６年度

県内報道機関に対し、各種施策や県拠点が独自に収集している取組事例等を紹介することに
より、県拠点と報道機関との「顔の見える関係」を構築。

【その他】

体制図

宮崎県民

宮崎県内報道機関宮崎県拠点

・プレスリリース
  ・情報提供
  ・記事掲載の働きかけ 等

＜県拠点から宮日新聞に提案し、記事になったもの＞

○「歩廊」～米粉冊子作成・配布（R6.6.2）
○「ひむかのひと」～参事官就任（R6.7.3）
○「九州農政局・北林局長に聞く」（R6.7.18）
＜TV番組放映＞
○「みどり戦略に係る農作業体験及び意見交換会」～綾町  
UMK（R6.12.11） など
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SNSを活用した情報発信を開始

鹿児島県拠点

○ 施策分類
その他

○ きっかけ・背景、課題の把握
・ 現場からは、農政の情報が来るのが遅い。また、鹿児

島県拠点を知らいないなど厳しい声

○ 取組の内容
① SNSによる情報発信（農政の動き、統計公表、新規就
農者の紹介、鹿児島県拠点の活動など）

② Teamsを活用したオンライン説明会の開催（食
料・農業・農村白書、予算、みどりの食料システム
戦略、スマート農業技術活用促進法など）

○ 効果・成果、今後の方向性
・ 鹿児島県拠点の知名度の高まり
・ SNS・ＨＰに説明資料を掲載することで、現場説
明がし易くなった（パソコン、スマホの画面を利用）

・ SNSフォロワー数（Instagram：129、Facebook：93、
X：39）（令和7年3月4日現在）
閲覧件数（Instagram：3,102、Facebook：2,132（令
和7年3月4日現在）

九州農政局令和６年度

農政について広く国民に関心を持ってもらうため、農政の動きや鹿児島県拠点の活
動等をSNSで定期的に発信。

【その他】

鹿児島県拠点のＳＮＳ公開チラシ 84



JA女性役員登用拡大のため「女性活躍推進セミナー」開催

札幌地域拠点

○ 施策分類
女性

○ きっかけ・背景、課題の把握
第5次男女共同参画計画では、2025年度までに女性役員が登用されてい

ない組織を「0」にすることを目指しているが、北海道内のJAでは、女性
役員が登用されていない組織が多く、目標達成に向けて更なる推進が必
要な状況。一方、当拠点管内では、道内初の女性組合長の誕生や、女性
役員が増加した事例があり、女性役員から情報交換のためのネットワー
クを構築してほしいとの要望があった。

○ 取組の内容
拠点内にPTを立ち上げ、本省経営局就農女性課、本所企画調整室と連

携し、管内JA女性理事等４名を招聘したセミナーを開催。セミナーでは、
各JAにおける役員登用の方法、経緯等を述べた後、役員として果たすべ
き役割や女性役員を増やすための方策をテーマにディスカッションした。

開催に当たり、支局長から各JA組合長等に対し、女性登用の状況を説
明するとともに、本セミナーの参加を依頼した。

○ 効果・成果、今後の方向性
・会場約30名、オンライン約80回線（全国）が参加し、組合長等のJA役
員にも多数視聴いただいた。
・登壇した女性役員から、個性や感性を生かすことの重要性などが発信
されたことで、アンケートでは、７割以上の者が「大変満足」又は「満
足」と回答。理由として、女性役員の生の声を聞いて重要性を再認識し
た等、前向きな声が寄せられた。
・今後は、当所ホームページに掲載した本セミナーの議事録及び録画
データを活用して、全道のJAに波及させていく考え。

北海道農政事務所令和６年度

ＪＡの女性役員等の登用を促進するため、北海道農政事務所本所と連携してセミナー
を開催。オンラインでの配信を併用することで、全道に幅広く波及。

【農地・担い手対策】

登壇者の皆さんディスカッション

セミナーの模様をホームページで発信
https://www.maff.go.jp/hokkaido/0129_1.html 85
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自治体の施策（地域計画策定）推進に寄与する統計分析

札幌地域拠点

○ 施策分類
 地域計画

○ きっかけ・背景、課題の把握
     地域の課題について市町村担当者と意見交換する中で、地域

計画策定に向けたデータの収集に苦慮（集落単位のデータが不
足）していること、農業者及び関係団体への説明資料の作成に
際しては、国のデータ（農林業センサス等）を用いた方が説得
力がある等の要望が寄せられた。

○ 取組の内容
     農林業センサス等の統計データを活用した分析を行うととも

に、地域計画策定推進を支援する資料を作成した。
   具体的には、農業集落ごとの「人口動態」、「農業構造」及

び「農業労働力」の推移・現状の実態について、「活かすDB」
を活用したセンサスデータ（加工データを含む）の見える化
（グラフ化・地図化）を行った。

○ 効果・成果、今後の方向性
 分析資料を提供した各自治体からは、地域計画策定における

協議の場において農業者等への説明が円滑に進行し、業務の効
率化が図られた等好評であったことから、今回の事例を基に、
地域の課題に対する分析ニーズの掘り起こしを行い、自治体等
の課題解決に繋げていく。

北海道農政事務所令和６年度

地域における農政の推進を後押しするため、地域計画の策定支援等の地域政策課題に対応した統
計分析を実施。

【農地・担い手対策】

◯地域計画策定における協議の場での分析資料活用風景

◯農業集落ごとに作成した分析資料の一例
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環境負荷低減の取組を消費者にアピールするイベントを開催

函館地域拠点

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略

○ きっかけ・背景、課題の把握
 当拠点では、環境保全型農業を推進するため、イベントの開催や当
該農業を実践する農業者を紹介する「道南 green farmer map」の配
布などに取り組むとともに、食品スーパーの農産物バイヤーへのヒア
リングを行ってきた。その中で、消費者からは「そもそも有機農産物
のことが分からない」、「有機農産物の取扱い店が少ない」、バイ
ヤーからは「消費者の理解がなければ取り扱うのは難しい」との意見
があったことから、消費者に有機農業をはじめとする環境負荷低減の
取組をより一層身近に感じてもらうことを目的にイベントを開催する
こととした。

○ 取組の内容
 イベントでは、環境負荷低減に取り組む生産者の思いを伝えるイン
タビュー動画を上映したほか、有機JASマークや「みえるらべる」を
貼付した農産物を販売するコーナーを設置。生産者の熱意に触れ、多
様な種類の有機農産物等を手に取れるようにし、消費者に関心を持っ
てもらえるよう工夫した。

○ 効果・成果、今後の方向性
 消費者に有機農産物等を幅広く紹介することができ、アンケートの
結果、来場者の85.9％が「展示が分かりやすかった」、98.1％が「み
えるらべる」が表示された農産物を「購入したい」と答えるなど、一
定以上の効果があったと考えられる。
 今後は、これまでにヒアリングを行った食品スーパーに対し、消費
者の購買機会を増やしていくための働きかけをより一層進めていく。

生産者のインタビュー動画

北海道農政事務所令和６年度

環境負荷低減に取り組む生産者を紹介するとともに、消費者が「みえるらべる」等を貼付した農産物を手に取
る機会を創出するイベント「みどりの食料システム戦略～環境にやさしい農産物を食べよう！～」を開催。

【環境バイオマス】

「みえるらべる」が貼付さ
れた農産物の販売コーナー

イベントの様子

イベントの様子

食品スーパーとの連携による普及活動

環境負荷低減に
取り組む生産者

函館地域拠点

消費者

（来場者）

生産者の取材
インタビュー動画の作成

生産者の思いを伝え、
有機農産物を手にす
る機会を提供
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「官庁フードドライブ」 合同庁舎職員の協力を得るための工夫

旭川地域拠点

○ 施策分類
その他（新事業・食品産業）

○ きっかけ・背景、課題の把握
北海道農政事務所では令和５年度から北海道地方環境事務所と共催

で食品ロス削減月間（10月）に「官庁フードドライブ
※ 

」を開催して
いる。令和６年度は開催規模を拡大するために、本所だけでなく、各
地域拠点でも取組を行うこととなった。
※官庁フードドライブとは官庁に勤務する職員が家庭から未利用の食品を持ち寄ってフー
ドバンク活動団体等に寄付する取組

 当拠点では、より多くの食品提供を得る方策として、合同庁舎に入
居する他官庁の職員に当事者意識を持ってもらうため、全官庁の代表
者が参加する寄贈式を行うことを発案。

○ 取組の内容
 食品ロス削減の日（10月30日）に合わせて官庁フードドライブを実
施し、全10官庁の職員から391点（60㎏）の食品が集まった。寄贈式
においては全官庁の代表者が出席し、フードバンク２団体に食品を寄
贈した。また、本取組の情報発信を行うため、各報道機関に寄贈式の
取材要請を行った。

○ 効果・成果、今後の方向性
 寄贈式には、テレビ局１社、新聞社２社から取材があり、テレビの
ニュース番組では、拠点職員、フードバンク代表のメッセージも放映
され、広くフードドライブの取組が認知されたと考える。 

食品を持ち寄る様子

北海道農政事務所令和６年度

「官庁フードドライブ」を実施するにあたり、より多数の合同庁舎職員の協力を得るため、入居
官庁全代表者が参加しての寄贈式を企画。

【新事業・食品産業】

フードバンク団体と各官庁の代表者

北海道農政事務所旭川地域拠点
北海道開発局旭川開発建設部
札幌国税局旭川中税務署
札幌国税局業務センター旭川分室
旭川地方法務局
北海道労働局旭川労働基準監督署
北海道財務局旭川財務事務所
気象庁旭川地方気象台
札幌出入国在留管理局旭川出張所
北海道管区行政評価局旭川行政監視行政相談センター

寄贈官庁
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分析業務を通じてＪＡの中期計画策定を支援

旭川地域拠点

○ 施策分類
統計

○ きっかけ・背景、課題の把握
当拠点では、地域の課題や現場のニーズを把握するため、JAや

普及センター、市町村等の関係機関と意見交換を行っている。そ
の中で、データ収集・分析業務を紹介をしたところ、JAあさひか
わ職員から「JAの中期計画策定の参考としたいので、近郊も含め
た農業集落ごとのデータを提供してほしい。」との要望があった。

○ 取組の内容
JAあさひかわとその周辺の３JAは、それぞれ管轄エリアが市町

をまたいでいることから、QGIS※を使って市町村境界、JA境界がそ
れぞれ分かるようように地図上に表示させ、農林業センサスデー
タを載せた形で提供。
※地理空間情報データの閲覧、編集、分析機能を有するGIS（地理情報システム）無料ソフト

○ 効果・成果、今後の方向性
JAあさひかわが求める農業集落データに加え、集落ごと・JAご

とにデータを可視化することにより、地域農業の現状把握及び将
来予測に繋げることを可能とした。
今後は、このようなデータ提供を他のJAにも積極的に提案し、

各地域の課題解決につなげていく。

データ分析業務の体制図

旭川地域拠点

北海道農政事務所令和６年度

QGISを活用した地図作成や、「地域の農業を見て・知って・活かすDB」のデータを提供すること
などにより、JAの中期計画策定を支援。

【統計】

農政事務所
統計部

統計企画課

サポート 相談

資料提供

ＪＡ
・

普及組織
・

市町村
・

大学等

（図１） 複数市町にまたがった広域農協の管轄を地図上に表記

依頼

（図２）
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農業版BCPの普及拡大のため、拠点独自でハンドブックを作成し、生産者の防災体制の充実強化を図る

釧路地域拠点

○ 施策分類
災害、収入保険 

○ きっかけ・背景、課題の把握
農業版BCPの作成は、防災・減災への備えとして大変重要な取組だが、管内JA及

び市町村では普及が進んでいない状況が見受けられた。
一方、JAしべちゃと標茶町では、農業者向けの災害時の水の確保対策として貯

水タンク等の導入支援に向けて検討を進めていることを知り、当拠点では、農業者
が災害の初動から有効活用できるよう独自に農業版BCPの携帯用ハンドブックを作
成し、管内市町村及びJAを通じて農業者への普及拡大を図ることとした。さらに、
標茶町をモデル地区として、JA、町、拠点の３者によるプロジェクトを設置し、当
拠点で作成した携帯用ハンドブックを基に独自のハンドブック(JAしべちゃモデル)
を作成し、事業継続及び防災体制の整備に取り組むことを提案した。

○ 取組の内容
当拠点では、令和６年９月に農業版BCPの携帯用ハンドブックを作成。また、 

JAしべちゃモデルの作成に当たり、主任以下プロジェクトチームを新たに設置
し、JA及び町の関係者と３者で企画会議を３回実施した。企画、デザインなど
アイデアを出し合い、意見や提案内容を協議するとともに、生産者の声を反映
させるための話し合いの場を設けた。
そのほかに、拠点ホームページへの農業版BCP特設ページを開設、防災セミ

ナーの開催等により、携帯用ハンドブックを活用した農業版BCPの普及拡大を
図った。

○ 効果・成果、今後の方向性
約250戸の畜産農家のハンドブックとなる「JAしべちゃモデル」作成のため

の伴走支援により、JA・町・拠点・生産者が連携した「現場と共に解決する」
取組となった。今後は、他のJAや市町村とも協力・連携し、携帯用ハンドブッ
クを活用した農業版BCPの更なる普及拡大に取り組む。

体制図

ＢＣＰハンドブック

北海道農政事務所

生産者との協議の様子

JA、町、拠点、生産者が協力・連携して農業版BCPハンドブック（JAしべちゃモデル）を作成。
地域農業の維持・継続に向けて、防災・減災の充実強化を図る。

【災害】【農地・担い手対策】

BCPハンドブック（ＪＡしべちゃモデル）作成プロジェクト

町ＪＡ

生産者との協議

プロジェクトチーム

総務課防災担当及び
農林課担当会議

協力・連携

理事会 専門委員会

令和６年度

釧路
地域
拠点 担当者会議
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みどり戦略出前授業「生徒自らが考えるきっかけに」

釧路地域拠点

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略

○ きっかけ・背景、課題の把握
令和３年５月に策定した「みどりの食料システム戦略」に示さ

れた「2050年までに目指す姿」の実現に向け、これからの社会を
担う若い世代（高校生）が気づきを得て、自ら取り組むきっかけ
とすることを目的に出前授業の開催を企画した。

○ 取組の内容
出前授業では、「みどりの食料システム戦略」の「農林水産業

のCO₂ゼロエミッション」など11のKPIをテーマにグループワーク
を行った。１つの結論を導き出すコンセンサス（合意形成）ゲー
ムを行い、生徒それぞれが重要と考えるKPIについて考えをまと
め、相手に伝えること、相手の考えを受け入れることに重点を置
き取り組んだ。

○ 効果・成果、今後の方向性
他者の考えを聞き価値観の違いなどを理解した上で、グループ

で協力しながら合意形成に努めたことで、みどり戦略の理解及び
今後の行動に向けたきっかけに繋がったと考える。今後の出前授
業の実施に当たっても、継続的に対象者に合わせたものとなるよ
う工夫していく。

体制図

グループワークの様子

HPへの掲載を前
提として、必要
に応じて関係者
の了解を得てく
ださい。

北海道農政事務所

タブレット端末に自分の考えを
まとめる

令和６年度

みどりの食料システム戦略をテーマにした出前授業にコンセンサス（合意形成）ゲームを活用。グルー
プ内での意見交換により相互理解を深め、問題解決策の検討や意見の合意を図る。

【環境バイオマス】

釧路地域拠点
（みどり担当職員）

学校
（教師）

生徒

連絡調整・連携

事前学習出前授業
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観て！読んで！地域の新規就農を紹介します

帯広地域拠点

○ 施策分類
新規就農

○ きっかけ・背景
日本の食料基地である十勝地域においても、高齢化等により離農す

る生産者が多く、新規就農の促進は、地域の生産基盤や集落機能維持の

ためにも重要な課題。このような中、当拠点で令和６年１月に第三者継

承で新規就農を実現した農業者との意見交換会を開催し、新規就農希望

者への情報発信の必要性を実感。

○ 取組の内容
当拠点のHP内に特設コンテンツを開設し、新規就農者の声などの事

例紹介を掲載。併せて、インタビュー動画を掲載することで、事例と

動画が補完し合う形で情報を発信。また、先行して新規就農に関する

特設コンテンツを開設していた札幌、北見地域拠点と相互リンクを行

うことで、北海道内での就農促進を意識した取組を実施。

○ 効果・成果、今後の方向性
事例として取り上げた就農者は、地域に溶け込み、自治体やJA、集

落の農業者から高い評価を得ている。このような就農者を取り上げる

ことで、HP掲載内容が就農希望者にとってより関心深い内容となった

と考えられる。今後も地域における新規就農の事例を取り上げ、将来

の担い手となる人材の育成や就農希望者の掘り起こしに寄与し、新規

就農を志す方への一助になるよう取組を進める。

北海道農政事務所

帯広地域拠点HP上で公開してい
る新規就農者紹介

令和６年度

十勝地域における新規就農の促進を目指し、帯広地域拠点HP内の特設コンテンツで新規就農の事
例記事と動画を公開し、道内他地域拠点と連携し情報を発信。

【農地・担い手対策】

動画（第１弾）

取組事例（第２弾）

拠点HPを相互リンク

帯広地域拠点

札幌地域拠点 北見地域拠点
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輸出情報交換会「THE 輸出！」の開催で十勝地域の輸出を後押し

帯広地域拠点

○ 施策分類
 輸出促進 農林水産物・食品の輸出額の拡大（２兆円「2025年まで」、
５兆円「2030年まで」）

○ きっかけ・背景、課題の把握
 十勝地域では、関係機関による輸出促進のためのイベントが頻繁に開

催されているが、参加者は固定化され、必ずしも輸出の促進や新規事業者
の掘り起こしに結びついていないのが実態。また、新規事業者にとっては
説明会等に参加するも、「何から手を付けたらよいか」「輸出はハードル
が高いのではないか」等事業者毎に課題・悩みは様々であり、個別のフォ
ローアップ等の必要性を実感。

○ 取組の内容
   帯広地域拠点では、本所、日本政策金融公庫、北海道経済産業局等と

連携して、２回にわたる輸出情報交換会を開催。令和６年８月に開催した
回では、輸出専門家から、品目に応じた海外の情勢や輸出する上での基礎
知識などを講演してもらい、事業者がこれから行うべきことの明確化を
行った。また、輸出に挑戦したが、つまずきを感じている事業者等に対し
ては、個々の状況に応じたアドバイス（個別相談）を実施。さらには関係
機関より、多方面からの支援体制を紹介・構築。令和７年３月に開催した
回では、情報発信、課題の見える化、フォローアップ等を行うことで、輸
出意識の向上や課題解決につなげ、十勝地域の輸出を促進。

○ 効果・成果、今後の方向性
 輸出する品目や国、量等、事業者によって状況は様々。本会のフィー

ドバックを行い、内容の充実を図り、今後も関係機関と連携し、情報発信
の強化と個々のフォローアップを継続して実施していく。

外部専門家による講演

北海道農政事務所

個別相談

令和６年度

輸出情報交換会を年２回開催し、事業者の課題の見える化、継続的な情報発信及びフォロー
アップを行うことで輸出意識の向上や課題解決につなげ、十勝地域の輸出を促進。

【輸出・国際】

体制図
関係機関

（公庫、経産局等）

外部専門家
事業支援課

輸出促進担当

帯広地域拠点

【8/29「THE 輸出！」の様子】

【3/3「THE 輸出！2」の様子】

グループ座談会 グループ座談会で出された意見

事業者

情報発信と
フォローアップ
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有機農畜産物の生産者の情熱を報道関係者等につなぐ

帯広地域拠点

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略

○ きっかけ・背景、課題の把握
有機農業の取組面積拡大には、有機農産物に対する消費者の理

解醸成を行い、需要を喚起することが重要。このため、広く情報
提供を行うことを目的に、報道関係者等を対象とした貸切バスに
よる現地視察を企画。

○ 取組の内容
報道機関（雑誌ライター含む）、大学教授、高校教諭、金融機

関、観光事業者、行政機関職員24名の参加を得て、有機農業で小
麦や大豆などを生産する畑作農家２戸と放牧酪農を実践する酪農
家を視察。さらに視察先農家の有機小麦を原料に用いたパン販売
店も視察し、消費行動までを意識した内容とした。
また、視察の題目を「知ってほしいだけなんだ！～あの人の土

づくり、そして放牧酪農」とし、とにかく知ってほしい、伝えて
ほしいという気持ちが前面に伝わるよう工夫。

○ 効果・成果、今後の方向性
開催後、新聞２社、雑誌２稿、Webメディア１件に記事が掲載

された。特に地元新聞では、大きく取り上げられたほか、これを
契機に有機農業についての連載が開始されるなど、本取組によっ
て、多くの消費者に情報を届けることができた。

引き続き、報道関係者等と接点を持ち、農業への関心を高めて
もらうとともに、消費者への情報発信につなげていく。

体制図

大豆収穫前に播種されて成長
した秋まき小麦の生育の説明

北海道農政事務所

山麓地帯にある放牧地で生産者
と意見交換

令和６年度

有機農畜産物の生産と消費拡大を促すため、持続可能な土づくり等に取り組む生産者を訪問する
現地視察会「知ってほしいだけなんだ！～あの人の土づくり、そして放牧酪農～」を開催。

【環境バイオマス】

帯広地域拠点 生産者

有機農産物の生産・消費拡大

消費者 販売事業者 学生・児童

報道 観光事業者等 教員

有機小麦を原料にしたパン店視察有機栽培に関する意見交換
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ライブでの
読み語り

動画の作成・活用

農業者とのコラボで「みどり戦略PR紙芝居」を作成

北見地域拠点

○ 施策分類
みどりの食料システム戦略

○ きっかけ・背景、課題の把握
「みどりの食料システム戦略」の周知活動において、農業者や
JAから、消費者の理解の必要性が指摘された。しかし、拠点では
消費者との接点が少なく、既存資料では分かりやすく伝えること
が難しかったため、PRが進んでいなかった。

○ 取組の内容
消費者向けに食料システムの一員としての役割を分かりやすく

伝える内容の紙芝居を作成。
  農業者の視点を取り入れた内容にするため、北見市で環境に配
慮した農業にも取り組む遠藤夫妻に作成協力を依頼。双方でアイ
ディアを持ち寄り、キャラクターと親子を登場人物に、問いかけ
で進むストーリーとし、子どもや農業をあまり知らない消費者に
も興味を持ってもらえるよう工夫。

○ 効果・成果、今後の方向性
完成した紙芝居は農業者と拠点がお互いに活用。遠藤氏は自身

のライブイベントで読み語りを３回実施し、参加者からは「本当
は大切だけど見逃しがちなことを子どもたちに分かりやすく描か
れたかわいらしい作品」との感想があった。また、拠点は紙芝居
に音声と字幕を追加した動画を作成。今後は拠点における様々な
機会での活用を検討していきたい。

完成した紙芝居(一部抜粋）

北海道農政事務所

遠藤氏による
紙芝居の
読み語りの様子

令和６年度

農業者と連携し、子ども向けの「みどりの食料システム戦略PR紙芝居」を作成。
ライブイベントでの読み語り等によりPRを実施。

【環境バイオマス】

作成協力：遠藤正人さん 幸枝さん(遠藤農場)
北見市の畑作農家。農薬や化学肥料を減らしたじゃが
いもの栽培も行う。正人さんはプロギタリスト、幸枝さん
は農業に関連した紙芝居を作成し披露している。

遠藤氏 北見地域拠点
依頼
みどり戦略説明

絵 シナリオ

共通認識
形成

作成作業

キックオフ

完成

アイディア出し

活用
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青年農業者への主要施策の認知度調査と情報発信の取組

北見地域拠点

○ 施策分類
担い手

○ きっかけ・背景、課題の把握
オホーツク管内の青年農業者が集結する「オホーツクアグリ

フォーラム」において、本イベントに関与しているオホーツク総合
振興局及び農業改良普及センターから、当拠点にブース出展の話が
あったことをきっかけに青年農業者等の主要施策への認知度や関心
施策を調査するアンケートを実施することとした。

○ 取組の内容
参加する青年農業者を対象に、農政についての認知・関心度調査

を実施し、その回答に応じて必要な情報を提供した。事後には調査
データを分析し、その結果を拠点内で共有した。ブースに来訪して
くれる人が少なく、回答を集めるのに苦労したが、職員による積極
的な声がけにより、会場参加者のうち約３割から回答を得られた。

○ 効果・成果、今後の方向性
調査結果から、青年農業者の組織や地域への関わり方により主要

施策の認知度や関心に違いが見られることが分かった。また、先方
のニーズに応じた情報提供により関心を持ってもらう機会となった。
今後も同取組の実施を継続し、蓄積したデータから農業者の関心等
を分析することにより、必要とされる情報を効果的に発信できる手
法の確立を目指す。

体制図

パンフレットコーナーの設置

北海道農政事務所

認知度調査の実施

令和６年度

関係機関と連携し、オホーツク管内の青年農業者が集まるイベントにて、農政の主要施策につい
ての認知度調査や情報発信を実施。

【農地・担い手対策】

・振興局
・農業改良普及センター

青年
農業者

連携

・アンケート実施
・情報発信

北見地域拠点

調査結果の分析

データ
分析

フィードバック 調査結果
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	スライド番号 1

	21　東京都拠点　（「食品アクセス」を拠点の重点業務に位置付け・活動を開始
	スライド番号 1

	22　（修正版） 東京都拠点　学生を対象に勉強会と農と環境の学習機会を提供
	スライド番号 1

	23　神奈川県拠点　みどりの食料システム戦略の市民レベルへの浸透を図る取組（関東農政局神奈川県拠点）
	スライド番号 1

	24　　【山梨県拠点】　スマート農業技術の活用の促進
	スライド番号 1

	25　3.28（修正版）　長野県拠点　「棚田」でつながる「みどり戦略」
	スライド番号 1

	26　静岡県拠点　 【農政局、県拠点、県、市が一緒に茶関係の事業について説明】
	スライド番号 1

	27　静岡県拠点　　【茶業におけるスマート農業技術について近隣の県と意見交換】
	スライド番号 1

	28　静岡県拠点　活かすDBの紹介と統計データを見える化した資料提供について
	スライド番号 1

	29　静岡県拠点　関心の高まる「米の作況」について記者懇談会で広く発信！
	スライド番号 1


	03　北陸農政局　取組事例
	30　(新潟県拠点)畜産女子の取組を拠点情報誌で連載
	スライド番号 1

	31　(富山県拠点)多様な農業人材の確保を目指して活動事例集を作成
	スライド番号 1

	32　(石川県拠点)災害により拍車のかかる労働力不足の緩和に向けた取組の収集発信
	スライド番号 1

	33　(福井県拠点1)小学校の総合学習に年間を通して連携サポート
	スライド番号 1

	34　(福井県拠点2)福井県立大学の学生に農業の未来を考えてもらう
	スライド番号 1

	35　(福井県拠点3)園芸産地の確立に向け地域の機関と継続的な関係構築
	スライド番号 1


	04　東海農政局　取組事例
	36　愛知県拠点No1（オーガニックビレッジ宣言後の伴走支援）
	スライド番号 1

	37　愛知県拠点No2（棚田保全活動に参加し、環境意識の高い参加者にみどり戦略を周知）
	スライド番号 1

	38　岐阜県拠点（みどり戦略学生チャレンジの募集と出前授業の提案を一体的に実施）
	スライド番号 1

	39　岐阜県拠点（若手職員の発想を生かして、子育て世代へみどり戦略をＰＲ）
	スライド番号 1

	40　三重県拠点（高校生や農業者グループと連携した「みえるらべる」ＰＲ活動）
	スライド番号 1

	41　三重県拠点（農水省で初の高等専門学校との包括的連携協定を締結）
	スライド番号 1


	05　近畿農政局　取組事例
	42　（滋賀県拠点）【農業の魅力・みどり戦略を農業高等学校の生徒へ伝える】
	スライド番号 1

	43　（京都府拠点）【みどり戦略の広報に農政局若手職員が地域イベントで奮闘】
	スライド番号 1

	44　（大阪府拠点①）【地方公共団体（大阪府）と連携した環境負荷低減の取組の「見える化」の推進】
	スライド番号 1

	45　（大阪府拠点②）【イベント等の取組を報道機関の情報発信でより効果的に周知】
	スライド番号 1

	46　（兵庫県拠点①）【農福連携へ最初の一歩を踏み出し、県内の連携を強化する取組】
	スライド番号 1

	47　（兵庫県拠点②）【ＳＧＳ（籾米サイレージ）の製造・利用にかかる現地研修会を開催​】
	スライド番号 1

	48　（奈良県拠点①）【県内市町村の農業関係独自支援策の情報共有】
	スライド番号 1

	49　（奈良県拠点②）【大学等と連携し農産物の環境負荷低減の取組の「見える化」を推進】
	スライド番号 1

	50　（和歌山県拠点①）【プロジェクトチームによる出張講座等でみどりの食料システム戦略周知】
	スライド番号 1

	51　（和歌山県拠点②）【「みかん援農」プロジェクトに取り組む事業者の支援】
	スライド番号 1


	06　中国四国農政局　取組事例
	52　鳥取県拠点1-3【共通テーマ「農業・農村に関係人口を増加させる方策」で意見交換】
	スライド番号 1

	53　鳥取県拠点2-3【フェアプライスプロジェクト周知活動】
	スライド番号 1

	54　鳥取県拠点3-3【響の森「棚田プロジェクト」と連携した棚田の魅力の情報発信】
	スライド番号 1

	55　島根県拠点1-3【消費者団体との意見交換会を開催】
	スライド番号 1

	56　島根県拠点2-3【輸出支援機関が連携し、輸出拡大に取り組む】
	スライド番号 1

	57　島根県拠点3-3【アスパラガス栽培の新規就農者拡大を伴走支援】
	スライド番号 1

	58　岡山県拠点【岡山の農業を盛り上げていくための４ステップ（広報強化）】
	スライド番号 1

	59　広島県拠点1-4【食の未来を担うＺ世代の意識や行動を変える取組】
	スライド番号 1

	60　広島県拠点2-4【「第11回農を取りまく情報交流の広場」の開催】
	スライド番号 1

	61　広島県拠点3-4【農業女子プロジェクト等の取組】
	スライド番号 1

	62　3.28修正　広島県拠点4-4【見える化の推進　～民の力を活用～】修正
	スライド番号 1

	63　山口県拠点1-2【みどり戦略推進チーム(Teamみどり)2年目の挑戦！】（修正）
	スライド番号 1

	64　山口県拠点2-2【他省庁と連携し農作業中における熱中症予防対策の呼びかけを実施】
	スライド番号 1

	65　徳島県拠点【消費者（大学生）と有機農業者とのパネルディスカッション】
	スライド番号 1

	66　香川県拠点1-2【環境にやさしい農業への理解促進に向けたセミナーを企画・開催】
	スライド番号 1

	67　香川県拠点2-2【女性農業者グループの交流の場をプロデュース】
	スライド番号 1

	68　愛媛県拠点【BUZZ MAFFを活用して米粉食品をＰＲ！】
	スライド番号 1

	69　高知県拠点1-3【あらゆる媒体を活用した多角的な広報戦略を企画・実践】
	スライド番号 1

	70　高知県拠点2-3【「こうち輸出支援策ガイドブック」の発行】
	スライド番号 1

	71　高知県拠点3-3【みどりの食料システム戦略の政策の推進に向けた取組】一部修正
	スライド番号 1


	07　九州農政局　取組事例
	72　福岡県拠点　クロスコンプライアンスの生産者等への周知活動
	スライド番号 1

	73　福岡県拠点　福岡県との連携による、拠点職員向け「県単独事業研修会」を開催
	スライド番号 1

	74　佐賀県拠点　　「結ぶプロジェクト」　拠点の持つつながりを活かし仲介機能を発揮
	スライド番号 1

	75　長崎県拠点　Z世代のみどり戦略勉強会の実践を生産者等とのマッチングでサポート
	スライド番号 1

	76　長崎県拠点　食料システムチーム＋行政チームで、みえるらべる商品の販売促進
	スライド番号 1

	77　長崎県拠点　女性農業者交流会で農福連携を身近なものに
	スライド番号 1

	78　長崎県拠点　産・学・官で連携し、長崎大学経済学部生と食・農のグループワーク
	スライド番号 1

	79　熊本県拠点　熊本県における耕畜連携に向けた取組支援
	スライド番号 1

	80　熊本県拠点　棚田地域をつなぐ意見交換
	スライド番号 1

	81　大分県拠点　インフルエンサーと連携した「みどり戦略」の理解醸成活動
	スライド番号 1

	82　3.28修正　宮崎県拠点　延岡市「一日農林水産省」を開催
	スライド番号 1

	83　宮崎県拠点　県内報道機関との懇談会
	スライド番号 1

	84　鹿児島県拠点　SNSを活用した情報発信を開始
	スライド番号 1


	08　北海道農政事務所　取組事例
	85　札幌地域拠点　　【JA女性役員登用拡大のため「女性活躍推進セミナー」開催】
	スライド番号 1

	86　札幌地域拠点　（【自治体の施策（地域計画策定）推進に寄与する統計分析】
	スライド番号 1

	87　【函館地域拠点_環境負荷低減の取組を消費者にアピールするイベントを開催】
	スライド番号 1

	88　【旭川地域拠点_「官庁フードドライブ」　合同庁舎職員の協力を得るための工夫】
	スライド番号 1

	89　【旭川地域拠点_分析業務を通じてＪＡの中期計画策定を支援】
	スライド番号 1

	90　【釧路地域拠点_農業版BCPの普及拡大のため、拠点独自でハンドブックを作成し、生産者の防災体制の充実強化を図る】
	スライド番号 1

	91　＜修正済み＞【釧路地域拠点_みどり戦略出前授業「生徒自らが考えるきっかけに」】1
	スライド番号 1

	92　【帯広地域拠点_観て！読んで！地域の新規就農を紹介します】
	スライド番号 1

	93　【帯広地域拠点_輸出情報交換会「THE 輸出！」の開催で十勝地域の輸出を後押し】
	スライド番号 1

	94　【帯広地域拠点_有機農畜産物の生産者の情熱を報道関係者等につなぐ】
	スライド番号 1

	95　【北見地域拠点_農業者とのコラボで「みどり戦略PR紙芝居」を作成】
	スライド番号 1

	96　北見地域拠点_青年農業者への主要施策の認知度調査と情報発信の取組】
	スライド番号 1
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